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序     文 
 

ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）は、2020年までに後発開発途上国から脱却す

ることを目標としている。また、基礎教育の普及・改善を貧困の根本的解決に向けた優先事項と

すると同時に、国家計画「第7次国家社会経済開発計画（NSEDP）2011-2015」において教育分野

を取り組むべき重点分野として位置づけています。また、教育スポーツ省は2015年までに「万人

のための教育（EFA）」の目標を達成すべく、「公平さとアクセスの改善」「質とレリバンス（適切

性）の改善」「教育行政とマネジメントの改善」を三本柱として積極的に教育改善に取り組んでお

り、2009年には包括的なセクター開発計画である「教育セクター開発フレームワーク（ESDF）」も

策定されました。こうした取り組みにより、初等教育の純就学率や成人識字率は徐々に改善され

つつあるものの、依然として教育を取り巻く多くの課題が残されている状況です。その主な課題

の一つとして、教育の質の低さ、特に教員の質及び教員が実践する授業の質の改善が挙げられて

おり、継続的な研修を通じた現職教員の質の向上の必要性が指摘されています。 

我が国政府は、こうした課題を解決するためにラオス政府の要請を受け、2010年2月から「理数

科現職教員研修改善プロジェクト」を開始しました。 

今般、本プロジェクトの中間レビューを行うことを目的として、2012年2月に中間レビュー調査

団を派遣し、ラオス政府や関係機関との間でプロジェクトに関する協議を実施しました。本報告

書は、調査・協議結果を取りまとめたものであり、プロジェクト後半の運営及び類似のプロジェ

クトに活用されることを願うものです。 

最後に、調査にご協力いただいた内外関係機関に改めて深い感謝の意を表するとともに、引き

続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成24年8月 

 

独立行政法人国際協力機構 

ラオス事務所長 戸川 正人 
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合同調整委員会での中間レビュー調査報告

とミニッツ署名 
チャンパサック県パクソン郡内の小学校教

員へのインタビュー（バンリエン小学校） 

サバナケット県カイソン郡タートインハン小

学校の校舎 

カイソン郡内の小学校教員へのインタビュー

（タートインハン小学校） 

サバナケット教員養成校での協議の様子サバナケット教員養成校の校舎 



 

 

略 語 表 
 

略語 正式名 日本語 

AT Academic Teacher アカデミック・ティーチャー 

C/P Counterpart カウンターパート 

DDG  Deputy Director General 局次長 

DEB District Education Bureau 郡教育局 

DG  Director General 局長 

DPPE Department of Primary and Pre-school Education 教育スポーツ省初等教育局 

DTE Department of Teacher Education 教育スポーツ省教員教育局 

EFA Education for All 万人のための教育 

ESDF Education Sector Development Framework 教育セクター開発フレームワーク 

ESDP Education Sector Development Plan 教育セクター開発計画 

ESQAC 

 

Education Standard and Quality Assurance Center 

 

教育スポーツ省教育標準品質管理

センター 

IS Internal Supervision 校内指導活動 

ITSME 

 

Improving In-service Training Teacher for Sciences 

and Mathematics Education 

理数科現職教員研修改善プロジェ

クト 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 
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M/M Minutes of Meeting 協議議事録（ミニッツ） 
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MOU Memorandum of Understanding 覚書 
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PA Pedagogical Advisor 指導主事 
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メント 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリッ

クス 

PES Provincial Education Service 県教育局 

PO Plan of Operation （プロジェクト）活動計画 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

RIES Research Institute for Education and Science 教育スポーツ省教育科学研究機関 

SBT School-based Training 校内研修 
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SOQ School of Quality 学校基準 

TESAP Teacher Education Strategy and Action Plan 教員教育戦略・行動計画 
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TST Technical Supporting Team 技術支援チーム 

TTC Teacher Training College 教員養成校 

W/S Workshop ワークショップ/研修 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ラオス人民民主共和国 案件名：理数科現職教員研修改善プロジェクト 

分野：基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：ラオス事務所 協力金額（評価時点）：322,017千円 

 

 

協力期間 

（R/D）：2009年11月19日 

開始 ：2010年2月22日 

終了 ：2013年10月31日 

（3年8カ月間） 

先方関係機関：教育スポーツ省教員教育局、サバナケ

ット県・チャンパサック県・カムワン県教育局、各県

対象郡の郡教育局、サバナケット教員養成校、パクセ

教員養成校 

日本側協力機関：特になし 

他の関連協力：理数科教員養成プロジェクト 

１－１ 協力の背景と概要 

ラオスの国家計画「第 6次国家社会経済開発計画 2006-2010（National Socio-Economic 

Development Plan：NSEDP）」では、教育分野をその重点分野として位置づけ、「教育改革を通じ

た人材開発の質的・量的改善」を目標として掲げている。また、教育スポーツ省（Ministry of 

Education and Sports：MOES）は、「アクセス」「質」及び「マネジメント」の改善を三本柱に、

2015年までに「万人のための教育（Education for All：EFA）」を達成すべく、具体的な行動目標

を設定している。 

これらの取り組みのもと、初等教育純就学率は79.0％（2000年）から91.6％（2008）へと向上

した。しかし、その一方で留年率及び中退率の改善については期待されたほどの成果はみられ

ていない。その主要因の一つとして教育の質の低さがあげられ、質の改善の取り組み強化、特

に現職教員の質の改善が喫緊の課題となっている。 

現在、「教員教育戦略（2006-2015）・行動計画（2006-2010）（Teacher Education Strategy and Action 

Plan：TESAP）」において、教員養成・研修及びそのマネジメントに関する戦略、達成目標及び

活動スケジュール等がまとめられているが、必ずしも計画的に進んでいるとはいえない。また、

制度面の改善が実際の教育現場の改善に結びつくためにも、現職教員の能力向上が必要であり、

そのための有効な手段として現職教員研修の改善が求められている。2009年4月に策定された教

育セクターの包括的計画である「教育セクター開発フレームワーク（Education Sector 

Development Framework：ESDF）」においても、継続的な研修を通じた現職教員の質の向上の必

要性が指摘されている。 

JICAはこれまで基礎教育分野において、「理数科教員養成プロジェクト」（2004-2008）による

教員養成校（Teacher Training College：TTC）における教員養成の強化、「南部3県におけるコミ

ュニティ・イニシアティブによる初等教育改善プロジェクト」（2007-2011）による学校環境改善、

無償資金協力・コミュニティ開発支援無償資金協力による学校建設等を実施してきた。特に「理

数科教員養成プロジェクト」では、TTCの理数科教員の質が改善されることを目的に、理数科カ

リキュラム開発等のワークショップや教員養成に携わる人材を対象にした研修の実施などの支

援を行ってきた。 

このような背景のもと、MOESはこれら支援の実践を高く評価し、特に理数科分野において、

前技術協力プロジェクトの後継案件として、県・郡レベルでの現職教員研修を継続的に実施で

きる仕組み作り及び試行を主なコンポーネントとした案件を我が国政府に要請した。 
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１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

対象県の理数科の授業の質が向上する。 

 

（２）プロジェクト目標 

対象小学校において理数科の指導法が改善される。 

 

（３）成果 

1. 校内研修運営の仕組みが強化される。 

2. 校内研修の仕組みを支援するための人材強化が行われる。 

3. 現場実態に即した校内研修用教材が作成される。 

 

（４）投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣 3名、37.73MM  総括/教員研修/理科教育 15.43MM 

教員研修/算数教育 15.03MM 

研修教材開発 7.27MM 

機材供与 8,434千円（供与機材7,516千円、携行機材918千円） 

ローカルコスト負担  16,025千円 

調査団 3,636千円 

国別研修 15,012千円 

相手国側： 

カウンターパート（C/P）配置 1名（中央レベル） 24名（地方レベル） 

プロジェクト執務スペース（MOES、サバナケット及びチャンパサック県教育局内） 

教材開発ワークショップ会場（パクセ・チャンパサックTTC及びカムワン県教育局内）

光熱費 

２．評価調査団の概要 

調査者 JICA国際協力専門員/人間開発部課題アドバイザー 水野 敬子 

JICAラオス事務所 所員 松崎 瑞樹 

JICA人間開発部基礎教育第一課 職員 角田 和之 

㈱国際開発アソシエイツ パーマネントエキスパート 高橋 勉 

調査期間 2012年2月26日（日）～3月15日（木） 19日間 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）成果の達成状況 

成果1 当初の計画では、県・郡・クラスターの各レベルに運営委員会（Management 

Committee：MC）及び技術支援チーム（Technical Supporting Team：TST）を設置・強化し、

校内研修の活性化にあたる予定であった。しかしながら、郡レベル以下の人員が少数で

あること、プロジェクト運営には技術・運営の両面が必要とされることから、MC及びTST

の代わりに理数科現職教員研修改善プロジェクト（ Improving In-service Training for 

Sciences and Mathematics Education：ITSME）トレーナーチームが編成され、技術及び運

営にかかわっている。このメンバー構成は県・郡の指導主事（Pedagogical Advisor：PA）

及びTTCの教官であり、いわゆる実務者レベルの人員である。一方、MCのメンバーとし

て想定されていた管理職について定期的な会合はなく、年2回ほど適宜開催される会議に

おいて情報交換し、また日常業務の一環としてプロジェクト関連業務を担当している。
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成果2 各5日間14回に及ぶ教材開発ワークショップ（Workshop：W/S）の実施を通じて、上

記のトレーナーチーム（県・郡のPA及びTTC教官）に対し、理数科の教科知識及び教授

法の技術移転を進めている。また、郡もしくはクラスターレベルについては、支援対象

校の校長及び教員（Academic Teacher：AT）にトレーナー研修（Training of Trainers：TOT）

を3県の対象7郡に、各々2日間2回実施し、プロジェクトの説明、開発された教材の紹介、

校内研修活動の計画策定などを行っている。当初、校長研修とアカデミック・ティーチ

ャー（Academic Teacher：AT）研修は別々に実施するように計画されていたが、多くの学

校で校長も教科を担当しているなどの理由から同一の研修として実施することとした。

成果3 上記のW/Sにより1、2、3、4、5年生算数及び4、5年生理科の研修教材が合計12単元

分、及び研修マニュアルが一部開発された。研修教材は、TOTで紹介するとともに参加

者の意見を聞き、より現場のニーズに合致するよう修正されている。またツールとして、

学習活動案評価シート、授業観察シート、及び学習活動案設計シートが開発された。こ

れらのうち、9単元分の研修教材、研修マニュアル、学習活動案評価シート、及び授業観

察シートを編集・製本し、対象校に配布した。 

 

（２）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクトは、教材開発を通じたトレーナーの養成に注力しており、目標の達成に直

結する対象校の教員による質の高い授業の計画・実施を直接的には支援していない。また、

2つの指標を測定するためのツールとして使用できる学習活動案評価シート及び授業観察

シートは開発されたものの、データは収集されておらず、目標値も設定されていない。そ

のため現時点で指標を用いてプロジェクト目標の達成状況を判断することはできない。一

方、多くの対象校ではTOTで紹介された教材に含まれるモデル学習指導案がすでに実際の

授業に使用され、また一部ではその形式にのっとり、教師が自ら指導案を作成している。

こうした状況からプロジェクト目標が達成される可能性を推測することはできるが、その

場合においても、PAなどの十分な指導によってモデル指導案が適切に使用されることが条

件となる。 

 

（３）上位目標の達成状況 

上位目標は、対象者が選定された対象校から対象県内全域の学校に拡大する点を除き、

プロジェクト目標と酷似しており、両者の指標もほぼ同じものが用いられている。これ以

外にも、プロジェクト目標では「指導法」が上位目標で「授業の質」となっているが、上

位目標の指標が1つ多いのみで2つは同じものであり、本質的な違いは認められない。した

がって、プロジェクト目標と同様にデータも十分になく、目標値も設定されておらず、現

時点において達成の見込みについて述べることはできない。しかしながら、モデル学習指

導案が郡のレベルで対象校以外にも広まっている状況があり、対象郡以外への波及を促進

するならば、上位目標が達成される可能性は考えられる。この場合でも、モデル学習指導

案が適切に使用されるよう、県・郡のPAによる十分な指導が必要であるが、同じ県内でも

都市部と遠隔地では状況が異なり、県全体に一様な普及は簡単ではない。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性：高い 

MOESは、教員の資質向上のための校内指導活動（Internal Supervision：IS）の実施を促し

ているが、その具体的な内容については各学校任せであり、学校側も実のある活動を試行

錯誤している。ここで、プロジェクトは質の高い研修教材を提供し、TOTによりその適切

な使用方法を指導することは現場のニーズと合致しており、時宜を得ている。 

ラオスの政策レベルとの整合性も高く、第7次NSEDP 2011-2015は人的資源の量的•質的拡
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充を述べており、ESDF2009-2015は教員再研修の拡充に言及している。また、第7次教育セ

クター開発5カ年計画（Education Sector Development Plan：ESDP2011-2015）は、科学の近代

化と教員の資質向上について述べている。 

 

（２）有効性：現時点で検証不能 

プロジェクト目標の達成度を測るための指標は、現在目標値が設定されておらず、また

データも収集されていないため、達成度を検証することはできない。ただし、対象校では

プロジェクトで開発されたモデル学習指導案及びその書式が受け入れられ、活用されてい

る。したがって、プロジェクト目標である対象校における指導法の改善は、ある程度進行

していると推測される。 

 

（３）効率性：現時点で検証不能 

21項目の計画された活動のうち計画通りに進んだものは4項目、実施時期にいたっていな

いものが1項目である。一方、実施されなかったものが5項目、大きな遅れがみられたもの

は3項目、2年目に実施されなかったものは3項目、大幅な変更とともに進められたものが5

項目である。すなわち、多くの活動が計画と乖離しているため、活動の実施状況を判定す

ることはできない。また、3つの成果を計る指標のほとんどは目標値の未設定・データの未

収集のため、成果の達成度も検証不能である。しかしながら、プロジェクトのトレーナー

チームを中心にプロジェクトの運営、研修教材の開発、それを通じた教科及び教授法に関

する技術移転が進められており、成果はある程度達成されていると推測される。 

 

（４）インパクト：現時点で検証不能 

上位目標の達成度を測るための指標はプロジェクト目標の指標とほぼ同じものであり、

目標値が設定されておらず、またデータも収集されていないため、達成度を検証すること

はできない。しかしながら、プロジェクトで開発されたモデル学習指導案は、対象郡内に

おいて対象校から非対象校への普及がみられ、上位目標達成に向けた動きがあるといえる。

ただし、対象県内の対象郡から非対象郡への普及を促すプロジェクトの取り組みは、現在

みられない。 

 

（５）持続性：改善が必要 

現在、TTCの教官及び県教育局（Provincial Education Service：PES）・郡教育局（District 

Education Bureau：DEB）のPAによるITSMEトレーナーチームにより教材開発W/Sを中心と

した活動が展開されているが、行政機関であるPES及びDEBと教員養成校であるTTCが恒常

的に協働できるような合意文書の締結などの措置は講じられていない。また、MOESは、現

在、この活動をプロジェクト終了後に続けるだけの予算は確保していない。こうした組織

及び財政の両面において持続性は十分とはいえない。一方、開発されたモデル学習指導案

は、すでに対象校で使用されており、現場の技術レベルに適合しているといえる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

プロジェクトは、現在、トレーナーの養成に注力しており、学校レベルへの関与はTOT

にとどまっているが、それにもかかわらずプロジェクトが開発したモデル学習指導案は対

象校で予想以上に活用されている。こうした波及効果は、活発に実施されている校内指導

活動（Internal Supervision：IS）によるものであり、これは計画策定時に想定されたとおり

である。 
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（２）実施プロセスに関すること 

プロジェクトが、現在、トレーナーの養成に注力していることを別の観点から評価する

ならば、計画から実施プロセスを大きく変更することにより、少なくとも、成果3の教育現

場に即した教材の開発に関しては、成果の発現に貢献したといえる。もちろん、この貢献

を勘案したところで、計画との調整をせずに実施プロセスに大きな変更を加えたことによ

り、混乱を引き起こした問題は残る。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

計画では学校レベルの人材強化が焦点であり、一方プロジェクトの実施ではITSMEトレ

ーナーが技術移転の主な対象である。これは教材作りの中核となるTTC教官の能力に対する

評価の違いが原因と考えられる。プロジェクトの開始後、TTC教官でさえも期待される技術

レベルに及ばないことが明らかとなった。そこで学校レベルの人材よりも、まずTTC教官を

中心に上流の人材強化が必要であり、ITSMEトレーナーの養成がプロジェクトの主な活動

となった。すなわち、計画策定時にTTC教官の能力を比較的高く見積ったことが、計画と実

施に大きな違いを生じた阻害要因とみなされる。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

実施プロセスにおける最大の問題は、計画と実施に大きな変更が生じながら、その調整

がなされなかったことである。これは、プロジェクトが何のため何をやるかについて関係

者の共通理解を難しくし、プロジェクト運営の透明性を大きく損ない、また客観的な根拠

に基づいたプロジェクトの評価を不可能にしている。こうした計画と実施に大きな乖離が

生じ、調整されなかった阻害要因として、関係者間のコミュニケーション不足が考えられ

る。 

 

３－５ 結 論 

プロジェクトは、モデル学習指導案を中心に研修マニュアル及び種々のツールの開発につい

てトレーナーと専門家が共に取り組むことを通じて、トレーナーの教科知識・教授法の向上に

貢献している。またこうして開発された成果物は、TOTを通じて対象校に紹介し、日々の授業

にも活用されている。達観的には、このような成果がみられるにもかかわらず、計画と実際の

活動の乖離が大きく、そのため達成度を検証するための目標値の設定及びデータの収集もなさ

れておらず、現在明確な根拠に基づいた評価はできない状況にある。それ以外にも、継続性の

担保・学校レベルへの支援の本格化などの残された課題があり、残りの期間における一層の努

力が望まれる。 

 

３－６ PDMの変更 

中間レビュー調査団は、レビューの結果に基づき、実際のプロジェクト活動の進捗と計画さ

れた活動との乖離が確認されたことから、関係者の本プロジェクトの成果や活動に対する共通

認識を醸成するために、PDMの改訂が不可欠であるとの結論にいたった。調査団は、合同調整

委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）において、PDMを付属資料のミニッツのANNEX1-2

のとおり改訂することを提案し、関係者間で確認後、合意にいたった。 

 

３－７ 提 言 

（１）既存の制度や仕組みにITSMEの成果を組み入れるための出口戦略への取り組み 

R/Dで強調されているとおり、プロジェクトの実施に際しては、プロジェクト期間を超え

た持続性を十分に検討することが肝要である。そうすることにより、仕組み/アプローチや、
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人材、開発・導入・改善された教材が、既存の制度や仕組みのなかに着実に根付き、プロ

ジェクト終了後も他の地域に普及していくことが期待できる。 

かかる点から、中央、県各レベルにおける関係機関が以下にあげる点に関して合意・決

定していくために、JICAが派遣している教育政策アドバイザーの協力も得ながら、プロジ

ェクトにより関係機関間の議論が促進されることが求められる。 

 

（２）C/P組織の能力向上について（MOES、TTC、PES、DEB） 

C/Pの能力向上は持続性の鍵となる。この点から、以下の課題に取り組む必要がある。 

１）ITSMEトレーナーの更なる能力強化（DTE、TTC、PES、DEB） 

現在、教員教育局（Department of Teacher Education：DTE）は、残りのプロジェクト期

間においてITSMEトレーナーがモデル授業案を作成する活動を継続するための予算を申

請しているところである。この点について、上述の活動には従来からのITSMEトレーナ

ーがかかわることで、異なる機関（DEB、PES、TTC）におけるITSMEの中核となる人材

の専門性の更なる強化を行っていくことが強く望まれる。 

２）他の関連人材に対するITSMEの成果の共有・普及 

現在のところ、県及び郡レベルにおいて、授業改善をめざしたITSMEアプローチを適

正に理解し、またフォローできる人材はITSMEトレーナーに限られている。かかる点か

ら各関連組織はITSMEトレーナー以外の関連人材の能力強化の方法についても検討し始

めることが肝要である。第一のステップとして、ITSMEトレーナーによる適切なオリエ

ンテーションとあわせてモデル授業案及び授業案作成マニュアルを対象県PA（非対象郡

PA含む）と共有していくことにより、プロジェクトで育成された人材や教材を最大限に

活用しつつ、非対象郡のPAの能力強化に取り組んでいくことが望まれる。 

３）関連する単元の教科内容に関する参考教材の作成 

良いモデル授業案の作成において、ITSMEトレーナーの理数科の教科知識が不十分で

あるという強い懸念が専門家より表明されている。かかる点において、ITSMEトレーナ

ーの教科知識が強化され、モデル授業案の作成プロセスが促進されるよう、専門家は関

連する単元の教科内容に関する参考教材/ガイドの作成を提言する。 

 

（３）プロジェクトにより開発される教材の質の向上に向けて（適用性、使いやすさ、実用性、

効果、一貫性） 

プロジェクトで作成されるツール・教材は、その協力期間を超えて、 ISやExternal 

Pedagogical Supervision等、授業改善のための通常の活動のなかで活用されていくことが期

待される。したがって、プロジェクトで作成される教材が、残りの協力期間で実際に活用

されるなかで、効果、適用性、使いやすさ、実用性、一貫性の観点からその質を検証する

ことが望まれる。 

かかる点から、プロジェクトにおいてはツール・教材が学校レベルのみならずDEB、PES

の関係者により学校活動のモニタリングにおいて確実に活用されるための働きかけを行

い、実際の活用を通して、ツール・教材の質が適切に確認され、必要な修正を加えること

を担保することが肝要である。 

 

（４）その他の課題について 

１）プロジェクトマネジメントのツールとしてのPDMの有効な活用 

2011年2月に実施された運営指導調査においてPDMの改訂に関する協議が行われたが、

実際には、開始から中間レビュー調査にいたるまで、PDMの改訂は行われていない。結

果として、成果の達成レベルを確認するための指標の大部分は明確に定義されてこなか

ったため、今般の中間レビューにおいて関係者や関係組織間で相互に合意された指標に
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基づいて、プロジェクトの進捗や全体的な達成レベルを確認することが困難であった。

今般の中間レビューで、プロジェクトとの協議のもと調査団によりPDMは詳細に見直

されるとともに修正がなされ、その改訂内容は関係組織により相互に合意された。かか

る点から、今後、改訂されたPDMはプロジェクトの進捗をモニター、促進するための管

理ツールとして有効に活用されることを提言する。さらに、改訂PDMに基づいてプロジ

ェクトを実施していくために、プロジェクトは日本人専門家及びC/Pによる相互の合意に

より早急に活動計画（Plan of Operation：PO）を作成するよう求める。 

２）意思決定レベルにおける議論の促進に向けたJCC会合の最大限の活用 

中間レビュー結果により、MOES中央レベルの関連部局の意思決定者や対象地域の

TTC、PES、DEBの長においては、協力終了後、既存のリソースにより既存の仕組みのな

かにプロジェクトのアプローチや活動を組み入れていくための出口戦略について、協議、

合意する十分な機会がなかったことが示唆された。かかる点から、プロジェクトの持続

性や、プロジェクトにより達成された成果の持続、更なる拡大に向けた組織的な関与の

在り方について協議するために、JCC会合を効果的に活用していくことが求められる。 

３）最終版の教材集とその全国普及に係る提言を取りまとめたプロジェクトの最終成果品

としての包括的報告書の作成及びMOESへの提出 

プロジェクト終了時に、開発された教材を含むプロジェクトの成果の全国的な展開を

MOESに提言するために、最終版の教材集と全国普及に向けた提言を取りまとめた包括的

報告書を作成することが求められる。そのために、残りの期間、既存のモニタリングの

仕組みにより、あるいはW/Sなどを通して教材の質に関する対象校からの意見を集めるこ

と、更にはモニタリングレポートのフォーマットを含むモニタリングツールの質につい

ても、ITSMEトレーナーを含むDEB、PESからの意見、フィードバックを収集し、それら

を適切に検討、分析することが肝要である。そうすることで、教材の質を確認し、あわ

せて必要な修正を加えて最終化し、上述の報告書に含めることが求められる。さらに、

教材の全国展開を提言するためについては、上述の分析結果についても報告書に含め、

提言内容の根拠として提示することが望ましい。 
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The Summary of Mid-term Review 

1. Framework of the Project 

Country: Lao People’s Democratic Republic 

 

Name: Project for Improving In-service Teacher Training for 

Science and Mathematics Education (ITSME)  

Field: Basic education  Scheme: Technical Cooperation Project 

Section in charge: JICA Laos Office Cost (February 2012)：322,017  thousand Japanese Yen 

 

 

Project 

Period 

R/D signed: 19 November,2009  

Start: 22 February, 2010 

End: 31 October, 201  

Concerning Organization：Department of Teacher training 

(MOE); Department of Education of Savannakhet, 

Champasak and Khammouane Province; Concering District 

Office; Savannakhe and Pakse Teacher Training College 

(3 years and 8 months) Collaborating institute (Japan)：None 

Related Project: Project for Improving Science and 

Mathematics teacher  

1-1 Background and outline of the project 

6th National Socio-Economic Development Plan 2006-2010 (NSEDP) emphasizes the importance of 

education by targeting improvement of human resource development in quality and quantity-wise through 

educational reform. In this connection, Ministry of Education and Sports has been struggling towards 

particular targets of “Education for All” by 2015 through reforms in three main issues such as access, quality 

and management. 

Due to mentioned reforms, enrolment rate in primary schools has increased from 79.0% in 2001 to 91.6% 

in 2008. On the other hand, repeating rate and survival rate have not been improved as expected. One of the 

hampering factors is lack of quality education, and so it is recognized as an urgent and crucial issue to 

improve the quality of education by improving capability of teachers. 

In the accordance with Teacher Education Strategy 2006-2015 and Action Plan 2006-1010 (TESAP) which 

mention strategy, target and action plan regarding pre-service and in-service teacher training and training 

management, MOE is currently struggling for educational reform. The reform is still in progress to apply the 

narrative plan to practical action on the ground, and improvement of capability of teachers is one of effective 

measures to accelerate the process. In this sense, improvement of in-service teacher training is considered as 

urgent and crucial issue. MOE also emphasized importance of improvement of teachers’ capabilities through 

provision of continuous training to teachers in “Education Sector Development Framework (ESDF)” which is 

a comprehensive plan for education sector and finalized in April 2009. 

On the other hand, the Government of Japan through Japan International Cooperation Agency (JICA) has 

been assisting basic education through some technical cooperation projects such as “Project for Improving 

Science and Mathematics Teacher Training (2004-2008)” and “Project for Supporting Community Initiatives 

for Primary Education Development in the Southern Provinces (2007-2011)”. Through the projects, JICA 

assisted the strengthening of lecturers’ capabilities in Teacher Training College and improvement of school 

environment, and it also assisted construction of schools through grant aid program. The project, “Improving 

Science and Mathematics Teacher Training” is directly related to teacher training, which conducted 

workshops such as curriculum development and trainings for TTC lecturers towards the improvement of 

capabilities of TTC lecturers in science subjects. 

Mentioned programs have been conducted successfully to meet the requirement of reality on the ground, 

and so MOE and JICA agreed to continue the process by launching a new project which establishes a system 

to provide continuous teacher trainings at provincial and district level, in particular for science subjects. 
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1-2 Framework of the project 

(1) Overall goal 

Quality of teaching and learning in target provinces is improved. 

 

(2) Project purpose 

Quality of Teaching method of science and mathematics in target schools is improved. 

 

(3) Outputs 

1) Management system of school-based training (SBT) is strengthened. 

2) Human recourses for supporting the management system of SBT are strengthened. 

3) Training materials in response to the reality of primary schools are developed for SBT. 

 

(4) Inputs (February 2012) 

Japanese side： 

Total cost 322,017 thousand JPY 

Dispatch of experts Three (3) for 37.73MM 

Chief advisor/Teacher training/Science Education 15.43MM 

Teacher training/Mathematics education 15.03MM 

Training Material Development  7.27MM 

Equipment provision 8,434 thousand JPY 

Local cost 16,025 thousand JPY 

Dispatch of mission 3,636 thousand JPY 

Others 15,012 thousand JPY 

Lao side： 

Assignment of counterparts One (1) at central level and 24 in provinces and districts 

Provision of facilities Project offices in MOE, Savannakhet and Champasak 

Venue for teaching material development in Savannakhet, Champasak  

and Khammouane 

Cost for electricity 

2. Framework of JICA mission 

Members Dr. Keiko Mizuno, JICA Senior Advisor in Education 

Mr. Mizuki Matsuzaki, Representative of JICA Laos Office 

Mr. Kazuyuki Kakuda, Basic Education Group, Human Development Department, JICA 

Mr. Tsutomu Takahashi, Permanent Expert, International Development Associates Ltd. 

Duration 26 February to 15 March, 2012  Nineteen (19) days 

3. Summary of the result 

3-1 Achievements 

(1) Achievement of outputs 

Output 1 According to initial plan in Project Design Matrix (PDM), it is expected that the project 

organizes and strengthens Management Committees (MC) and Technical Supporting Team (TST) at 

provincial, district and cluster level for activation of internal supervision in schools. Nevertheless, instead 

of MCs and TSTs, ITSME Trainer Teams were organized for both management and technical aspects 
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because of two reasons such as limited number of educational officers at district level and difficulty of 

dividing management and technical issues for conducting project activities. Members of the team are 

Pedagogical Advisors (PA) at provincial and district level and TTC lecturers who are rather technical 

personnel. On the other hand, directors who are expected as members of MC have no regular meetings, 

however they have opportunities to meet and exchange information, in average, twice a year. They also 

are also involved in the project through their normal tasks in which some are somehow related to project 

activities. 

 

Output 2 The projects conducted 14 times of five (5) day workshops where ITSME trainer team received 

technical assistance for subject contents as well as teaching methodology of mathematics and science. At 

district and cluster level, the project conducted Training of Trainers (TOT) for principals and teachers of 

target schools in seven (7) districts of three (3) provinces. Two day TOT was conducted twice in each 

district for briefing of the project, introduction of developed teaching material and planning of internal 

inspection. According to the initial plan in PDM, separate training programs were expected for principals 

and academic teachers. Nevertheless, they were combined because many principals are involved in school 

management as well as teaching classes. 

 

Output 3 Through mentioned workshops, training materials for 12 chapters of 1-5 grade mathematics and 

4-5 grade science and a booklet of training manual were developed. The training materials are introduced 

to teachers during TOT, and their reactions were reflected to revision of the materials to meet the needs of 

classrooms. Instruments such as lesson plan evaluation sheet, lesson observation sheet and lesson planning 

sheet were also developed. From mentioned products, lesson materials for nine (9) chapters, training 

manual, lesson plan evaluation sheet and lesson evaluation sheet were compiled, and provided to target 

schools. 

 

(2) Achievement of project purpose 

The project focuses on strengthening of ITSME trainers, and so currently it does not directly assist 

activities at school level related to the project purpose such as planning and delivery of quality lessons in 

target schools. Moreover, two indicators for project purpose cannot be used because data is not collected in 

spite of development of necessary instruments such as evaluation sheet and lesson observation sheet. In 

addition, the target figures for the indicators are not fixed, and so systematic evaluation regarding the 

achievement of project purpose is inapplicable. Nevertheless, many teachers in target schools already 

apply model lesson plans to their lessons, which are involved in materials introduced during TOT. 

Moreover, some teachers have already developed their own lesson plans according to the framework of 

model lesson plans. It is considered as a positive situation for the achievement of project purpose, but a 

condition is required that the model lesson plan is used appropriately with assistance of Pedagogical 

Advisors (PA). 

 

(3) Achievement of overall goal 

The overall goal is similar to the project purpose except for few differences such as size of target groups 

which are target schools for project purpose and all schools in target provinces for overall goal. The other 

difference is replacement of “teaching method” in project purpose by “teaching and learning”. In terms of 

indicators, two of them are almost common between project purpose and overall goal except for another 

additional indicator for overall goal. In short, project purpose and overall goal are very similar, and so 

systematic evaluation is also inapplicable to achievement of overall goal due to lack of data and undefined 
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target figures. Nevertheless, model lesson plans are spreading over non-target schools, and so it is 

expected that overall goal will be achieved by enhancing use of the model lesson plans over non-target 

district. Same as the condition for achieving project purpose, continuous assistance of Pedagogical 

Advisors is necessary for teachers to understand the appropriate use of the model lesson plans. 

Nevertheless, such assistance must be more difficult for non-target school because some of them are in 

remote areas. 

 

3-2 Summary of evaluation by five criteria 

(1) Relevance: High 

MOE encourage schools to conduct internal training activities for teachers, which is called “Internal 

Inspection (IS)”. It is successfully conducted quantity-wise that most of schools conduct activities once a 

week, however quality-wise the content of activities are not always effective for improvement of 

capabilities of teachers. In this situation, provision of high quality training materials with training for their 

use through Training of Trainers meets the requirement of schools. The project is also in line with 

educational policy of Laos such as “7th National Socio-Economic Development Plan (NSEDP) 2011-

2015”, “Education Sector Development Framework (ESDF) 2009-2015” and “7th 5 year Education Sector 

Development Plan (ESDP) 2011-2015”. NESEDP targets the improvement of human resource in quantity 

as well as quality, and ESDF emphasizes expansion of in-service training. ESDP addresses importance of 

science-modernity and upgrade of teachers’ capabilities. 

 

(2) Effectiveness: Premature to judge 

Effectiveness of the project cannot be judged systematically by referring indicators due to undefined target 

figures and lack of data. Nevertheless, it is assumed that improvement of teaching and learning at school 

level is somehow in progress because teachers at target schools have accepted the model lesson plans as 

well as its structure, and apply them to their lessons. 

 

(3) Efficiency: Premature to judge 

Out of 21 initially planned activities, four (4) were implemented as planned, and one (1) has not yet 

reached the intended time for implementation. On the other hand, five (5) activities were not implemented, 

three (3) were implemented behind the schedule, three (3) were not implemented in the second year, five 

(5) were conducted with drastic changes in their practice. In short, most of activities are not in line with 

initial plan, and so the progress of the activities cannot be judged systematically by comparing plan and 

progress. Moreover, most of indicators for three outputs cannot be used due to undefined target figures and 

lack of data. Nevertheless, it is assumed that outputs were somehow achieved because project 

management, material development and technical transfer mainly to ITSME trainers through mentioned 

activities are in progress. 

 

(4) Impact: Premature to judge 

Since indicators for overall goal are almost same as for project purpose, their target figures are undefined, 

and data is unavailable. Therefore, impact or achievement of overall goal cannot be judged systematically. 

Nevertheless, it was observed that the model lesson plans are spreading from target districts to non-target 

districts, which is considered as a part of process towards overall goal. The project, however, has not been 

implementing any activities to accelerate the process. 
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(5) Sustainability: Need improvement 

Currently, main activity of the project is workshop for material development with ITSME trainers who are 

TTC trainers and provincial and district Pedagogical Advisors without written agreement to secure 

continuous collaboration between governmental organizations and educational institutes. Moreover, MOE 

budget for the project is still not enough to sustain the workshops. In other words, the activity is not yet 

sustainable in terms of organizational and financial aspects. On the other hands, teacher of target schools 

already use the model lesson plans, and so it can be said that the product meets the requirement and 

technical level on the ground to secure sustainability of the project technical-wise. 

 

 

3-3 Contributing factors for the project 

(1) Factors in planning 

The project currently focuses on the strengthening of ITSME trainers, and so intervention to school level 

is limited only through TOTs. In spite of the limitation, teachers apply the model lesson plans to their 

lessons unexpectedly. Nevertheless, the ripple effect is expected through Internal Supervision of schools 

as mentioned in PDM. 

 

(2) Factors in implementation 

In a sense, in spite of causing inconsistency between the plan and the implementation of the project, 

current main activity to strengthen ITSME trainers contributed to the achievement of output 3 through 

development of materials to meet requirement on the ground. Nevertheless, such arrangement also caused 

confusions among project stakeholders by changing the implementation process without modification of 

the plan. 

 

3-4 Issues and hampering factors 

(1) Issues and factors in planning 

Although initial plan mainly focuses on intervention at school level, in its implementation, main 

counterparts were sifted to ITSME trainers to develop materials. The difference must be caused by 

different recognition about capabilities of TTC lectures at planning and implementation stages. In the 

implementation stage, it was recognized that TTC lectures are still need trainings to develop quality 

materials to meet the requirement on the ground. This is the reason why the project prioritized 

strengthening of ITSME trainers including TTC lecturers before training teachers at target schools. In 

short, different recognition about capabilities of TTC lecturers is considered as hampering factor to cause 

the inconsistency between the plan and the implementation. 

 

(2) Issues and factors in implementation 

The most serious problem of the project is lack of coordination between the plan and implementation in 

spite of presence of inconsistency between them. Such arrangement caused confusion among stakeholders 

that they cannot share common understanding, and the transparency of the process was spoiled seriously. 

Moreover, inconsistency between the plan and the implementation hampers the systematic and evidence-

based evaluation of the project. It is assumed that the inconsistency was caused by lack of communication 

among project stakeholders. 
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3-5 Conclusion 

The project contributes to the improvement of knowledge and skills of ITSME trainers in subject contents 

as well as teaching methodologies through collaboration works to develop model lesson plans, training 

manuals and some instruments. Such products were introduced to teachers at target schools during TOTs, 

and they apply the products to their lesson. Although such achievements are observed, systematic and 

evidence-based evaluation cannot be applied to the project due to inconsistency between the plan and the 

implementation as well as undefined target figures and lack of data for indicators. There are also other 

issues such as lack of sustainability and more intervention at school level. In consideration of mentioned 

issues, more effort is expected in the remaining period of the project. 

 

3-6 Modification of PDM 

Based on the results of the review and discussions with Project team, the Team realized that the actual 

progress of the project activities has been implemented in different manner from planned activities and 

expected output also has been slightly changed. In order to have common understanding of the aim of the 

Project among the stakeholders, the Team considers that the revision of current PDM should be essential at 

the mid-point of the Project. Therefore the Team concludes to revise the current PDM1 to PDM2. 

 

3-7 Recommendations 

(1) Working towards exit strategies to integrate ITSME outputs into relevant existing systems and 

mechanisms beyond the cooperation period by institutions concerned. 

As emphasized in R/D, sustainability beyond the project cooperation period needs to be contemplated in 

the project implementation. In doing so, the mechanism/approach, human resources, and materials to be 

introduced, developed and/so strengthened by the Project be steadily rooted in existing systems and 

mechanisms, and further expanded to other areas after the cooperation period. 

In this respect, the Team recommends that the Project facilitate discussions among institutions concerned 

at central and provincial levels in collaboration with Education Policy Advisor of JICA. 

 

(2) Capacity development of C/P organizations 

It shall be a key element to the sustainability. In this respect, the following issues need to be addressed; 

1) Further strengthening ITSME Trainers (DTE, TTC, PES, DEB) 

2) Expanding the outputs of ITSME to other relevant human resources 

3) Production of reference materials on subject matter for relevant units 

 

(3) Enhancing the quality of materials to be developed by the Project 

The materials to be developed by the Project are expected to be utilized in regular activities for improving 

lessons including IS and external pedagogical supervision beyond the cooperation period. Therefore, in the 

remaining cooperation period, the quality of the materials produced by the Project need to be validated 

through their actual utilization form the aspects including effectiveness, applicability, user-friendliness, 

practicality, and coherence. 

To this end, the Project needs to ensure that the materials be utilized by relevant stakeholders not only at 

the school level but also the DEB/PES for monitoring schools’ activities, in order to appropriately confirm 

their quality and make necessary modifications. 
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(4) Other issues to be addressed 

1) Effective utilization of PDM as a management tool 

2) Maximize JCC meetings to facilitate discussions at the decision making level 

3) Preparation and submission of a comprehensive document to MOES as a final product of the Project 

including a complication of the finalized materials and recommendations to MOES for its 

consideration of nationwide dissemination of the ITSME outputs and outcomes 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

技術協力プロジェクト「理数科現職教員研修改善プロジェクト（Project for Improving In-service 

Teacher Training for Science and Mathematics Education：ITSME）」は、2010年2月に開始され、2013

年10月に終了する予定である。ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）政府関係者とこ

れまでの実績を確認して評価5項目の観点からレビューを行い、プロジェクトの残り期間の課題及

び今後の方向性について確認し、合同レビュー報告書に取りまとめ、合意することを目的に本調

査団は派遣された。 

 

１－２ 調査団の構成 

【日本側】 

担当業務 氏 名 所 属 

総括/団長 水野 敬子 JICA国際協力専門員 

協力企画1 角田 和之 JICA人間開発部基礎教育第1課 職員 

協力企画2 松崎 瑞樹 JICAラオス事務所 所員 

協力企画3 
Ms. Phetsamay  

Somchanmavong 
JICAラオス事務所 アシスタントオフィサー 

評価分析 高橋 勉 株式会社国際開発アソシエイツ シニアコンサルタント 

 

【ラオス側】 

氏 名 所 属 

Mr. Khonsavanh KOUNLABOUTH DTE職員（Technical Staff） 

 

なお、教育政策アドバイザーの津曲真樹専門家（MOES配属）も一部調査に同行した。 

 

１－３ 調査日程 

現地調査期間：2012年2月26日（日）～3月14日（木） 18日間 

（うち、官団員は3月1日（日）～3月14日（木） 14日間） 
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日付 スケジュール 

2/26 日 成田→バンコク→ビエンチャン（高橋団員） 

2/27 月 

9:00 JICAラオス事務所打合せ 

14:00 DTEインタビュー 

15:30 プロジェクト専門家打合せ 

2/28 火 

移動 ビエンチャン⇒チャンパサック県 

9:00 チャンパサックPES 

10:30 サナソンブンDEB 

11:00 サナソンブン郡ナコーン小学校 

14:30 バチアンDEB 

15:00 バチアン郡ノンナム・カオ小学校 

2/29 水 

移動 チャンパサック県⇒サバナケット県 

14:00 サバナケットPES 

15:00 カイソンDEB 

15:30 カイソン郡ポンシム小学校 

成田→バンコク→ビエンチャン（水野団長、角田団員） 

3/1 木 

（高橋団員） 

移動 サバナケット県⇒カムアン県 

14:00 カムアンPES 

（水野団員、角田団員） 

JICAラオス事務所打合せ 

3/2 金 

（高橋団員） 

9:00 タケクDEB 

10:00 タケク郡チョムチェン小学校 

14:00 ヒンブンDEB 

15:00 ヒンブン郡ポンタイ小学校 

（水野団長、角田団員） 

14:00 DTEインタビュー 

16:00 プロジェクト専門家インタビュー 

3/3 土 

（高橋団員） 

終日 資料整理、中間報告取りまとめ 

（水野団員、角田団員） 

9:00 DTE副局長インタビュー 

10:30 プロジェクトスタッフインタビュー 

3/4 日 終日 資料整理 

3/5 月 

移動 ビエンチャン⇒チャンパサック県 

9:00 チャンパサックPES 

14:00 パクセTTC 

17:00 団内打合せ 

3/6 火 

9:30 パクソンDEB 

10:30 パクソン郡バンリエン小学校 

移動 チャンパサック県⇒サバナケット県 

17:00 団内打合せ 
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3/7 水 

8:30 サバナケットPES 

10:00 タートインハン小学校 

13:30 サバナケットTTC 

17:00 団内打合せ 

3/8 木 
13:00 DTEスタッフ（C/P）インタビュー・団内打合せ 

移動 サバナケット県⇒ビエンチャン 

3/9 金 
10:00 DTE副局長インタビュー 

14:00 専門家インタビュー 

3/10 土 終日 ミニッツ案作成 

3/11 日 終日 ミニッツ案作成、団内協議 

3/12 月 終日 ミニッツ協議（DTE） 

3/13 火 
10:00 ミニッツ最終確認 

13:30 JCC、ミニッツ署名 

3/14 水 10:30 JICAラオス事務所報告 

 

１－４ 主要面談者 

【ラオス側】 

（１）MOES 

Mr. Mithong SAUVANVISAY 前DTE局長 

Mr. Chandy PHOMMABOUTH DTE局長 

Ms. Varadune AMARATHITHADA DTE副局長 

 

（２）サバナケットTTC 

Mr. Kung SAYASANE所長 

Mr. Thongkhene KHAMSOUKTHAVONG 教 官 

Mr. Insong LASASAN 教 官 

Mr. Phimmasone VORAYOUTH 教 官 

Mr. Souksanh NOUANTHAVONG 教 官 

Mr. Khamla SENGLATHSAMY 教 官 

 

（３）パクセTTC 

Mr. Khamphien MEKCHONE 所 長 

Mr. Soulichanh THAMMOVANGSENG 教 官 

Ms. Daosadeth SITHONGBAY 教 官 

Mr. Keoudone MAHATHAONG 教 官 

 

（４）カムアンPES 

Mr. Syhay KEOKHAYTHIN 局 長 

Mr. Douangmala PHOMMACHAN 就学前・初等教育課長 
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（５）サバナケットPES 

Mr. Khampoune TOUPHAYTHOUNE 局長 

Mr. Sengaloun PHOTHILATH 事務官 

 

（６）チャンパサックPES 

Mr. Sy PHANTHAVONG 副局長 

Mr. Bounoom WEANSOMPHET 教員教育課長 

Mr.Vongsakath PHILAVANH 事務官 

 

（７）カムアンDEB及び郡内小学校 

Mr. Bounhom KHOUNTHANONG 郡教育局長 

Ms. Vilak SOUTTHICHACK チョムチェン小学校長 

ほか、郡内小学校教員3名 

 

（８）ヒンブンDEB及び郡内小学校 

Mr. Savath PHAYMASAN 郡教育局長 

Mr. Khamkong SILISACK 指導主事 

Mr. Khamhoung BOUNTHAVONG ポンタイ小学校校長 

Mr. Norsavanh SINGSANAVONG ポンタイ小学校副校長 

Mr. Pathana KHENPHNAH ヒンブンタイ小学校校長 

Mr. Sivisay INTHIPHAB ナムディック小学校校長 

ほか、郡内小学校教員1名 

 

（９）カイソンDEB及び郡内小学校 

Mr. Phomma PHIMVONGSA 郡教育局長 

Mr. Soukan ACKHALAVONG 指導主事 

Mr. Phoumy SOUNTHONGPHET チョムシム小学校校長 

Mr. Daovone MEKSAVANE チョムシム小学校副校長 

Mr. Khamdy PHADTHINTHONG タートインハン小学校校長 

Ms. Boonleuth SILIPHONE ソン小学校副校長 

ほか、郡内小学校教員10名 

 

（10）サナソンブンDEB及び郡内小学校 

Mr. Ieng XAYTHAVONGSY 指導主事 

Mr. Ladtanaxay PHAVONGXAY 事務官 

Mr. Phouvong KEOVONGPHACHANE ナコーン小学校校長 

Mr. Kheuangvan THAMMASON ポンケオ小学校校長 

Mr. Bounhom NAHARATH ポンケオ小学校副校長 

Mr. Bounthavy DAMMANYVONG サファイ小学校校長 
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（11）バチアンDEB及び郡内小学校 

Mr. Khamchane PHONLAMANY 郡教育局長 

Mr. Chanthavy LADDAMOON  指導主事 

Mr. Kommala BAOVONGSONE ノンナムカオ小学校校長 

Mr. Baolong XAIYASONE バチアン小学校副校長 

Mr. Khamleuth KEOBOUTHSABA ポンサイ小学校校長 

ほか、郡内小学校教員7名 

 

（12）パクソンDEB及び郡内小学校 

Mr. Khampoun SENGALOUN 郡教育長 

Mr. Phonexay PHABANDITH 指導主事 

Mr. Saly KEOVONGPHAN  バンリエン小学校校長 

Mr. Sinuan DAOVONGSAK  KM48小学校校長 

Mr. Sai KHAMPHAMY ノンブエンケオ小学校校長 

ほか、郡内小学校教員6名 

 

【日本側】 

（１）在ラオス日本国大使館（JCC参加） 

冨田 明子 二等書記官 

 

（２）JICA専門家 

津曲 真樹 教育政策アドバイザー 

原  芳久 プロジェクト専門家（総括/教員研修/理科教育） 

元山 寛 プロジェクト専門家（教員研修/算数教育） 

今野 公博 プロジェクト専門家（研修教材開発） 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ 背 景 

ラオスの国家計画「第6次国家社会経済開発計画2006-2010（National Socio-Economic Development 

Plan：NSEDP）」では、教育分野をその重点分野として位置づけ、「教育改革を通じた人材開発の質

的・量的改善」を目標として掲げている。またMOESは、「アクセス」「質」及び「マネジメント」

の改善を三本柱に、2015年までに「万人のための教育（EFA）」を達成すべく、具体的な行動目標

を設定している。 

これらの取り組みのもと、初等教育純就学率は79.0％（2000年）から91.6％（2008）へと向上し

た。しかし、その一方で留年率及び中退率の改善については期待されたほどの成果はみられてい

ない。その主要因の一つとして教育の質の低さがあげられ、質の改善の取り組み強化、特に現職

教員の質の改善が喫緊の課題となっている。 

現在、「教員教育戦略（2006-2015）・行動計画（2006-2010）（Teacher Education Strategy and Action 

Plan：TESAP）」において、教員養成・研修及びそのマネジメントに関する戦略、達成目標及び活

動スケジュール等がまとめられているが、必ずしも計画的に進んでいるとはいえず、また制度面

の改善が実際の教育現場の改善に結びつくためにも、現職教員の能力向上が必要であり、そのた

めの有効な手段として現職教員研修の改善が求められている。2009年4月に策定された教育セクタ

ーの包括的計画である「教育セクター開発フレームワーク（Education Sector Development 

Framework：ESDF）」においても、継続的な研修を通じた現職教員の質の向上の必要性が指摘され

ている。 

JICAはこれまで基礎教育分野において、「理数科教員養成プロジェクト」（2004-2008）によるTTC

における教員養成の強化、「南部3県におけるコミュニティ・イニシアティブによる初等教育改善

プロジェクト」（2007-2011）による学校環境改善、無償資金協力・コミュニティ開発支援無償によ

る学校建設等を実施してきた。特に「理数科教員養成プロジェクト」では、TTCの理数科教員の質

が改善されることを目的に、理数科カリキュラム開発等のW/Sや教員養成に携わる人材を対象にし

た研修の実施などの支援を行ってきた。 

このような背景のもと、TTCはこれらの支援の実績を高く評価し、特に理数科分野において理数

科教員養成プロジェクト（Improving Science and Mathematics Teacher Training：SMATT）の後継案

件として、県・郡レベルでの現職教員研修を継続的に実施できる仕組み作り及び試行を主なコン

ポーネントとした協力を我が国政府に要請した。これを受けて、JICAはDTEをC/P機関として「理

数科現職教員研修改善プロジェクト」（Improving In-service Training for Sciences and Mathematics 

Education：ITSME）（以下、「本プロジェクト」と記す）を2010年2月から2013年10月までの3年8カ

月の予定で実施中である。現在、3名の専門家（総括/教員研修/理科教育、教員研修/算数教育、研

修教材開発）が現地活動に従事している。なお、2011年2月には、プロジェクト活動の進捗状況や

実施体制の確認及び今後の活動方針についてC/Pと協議・検討するために、運営指導調査団が派遣

されている。 

 

２－２ 基本計画 

本プロジェクトの基本計画は、以下のとおりである。 
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プロジェクト名 理数科現職教員研修改善プロジェクト 

協力期間 2010年2月～2013年10月 

ラオス実施機関 教育スポーツ省（MOES） 

上位目標 対象県の理数科の授業の質が向上する。 

プロジェクト目標 対象県の理数科の授業の質が向上する。 

成果 1. 校内研修運営の仕組みが強化される。 

2. 校内研修の仕組みを支援するための人材強化が行われる。 

3. 現場実態に即した校内研修用教材が作成される。 

 

２－３ プロジェクト・デザイン・マトリックス 

JICAではプロジェクト・サイクル・マネジメント手法を用いてプロジェクトの運営管理を行っ

ており、事業管理及び評価のツールとしてプロジェクト計画概要表であるプロジェクト・デザイ

ン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）を活用している。PDMの概要は以下のとおりで

ある。 

 

項目 定義 

上位目標 「プロジェクト目標」が達成された結果として、達成が期待できる開発

効果 

プロジェクト目標 プロジェクトの終了時までに達成されることが期待される目標であり、

ターゲットグループへの具体的な便益やインパクト 

成果 「プロジェクト目標」を達成するためにプロジェクトが実現しなくては

ならない事項 

活動 「成果」を実現するために、「投入」を効果的に用いてプロジェクトが実

施する具体的な行為 

投入 プロジェクトの実施に必要な人員、施設、機材、資金など 

指標 プロジェクトの成果、目標、上位目標の達成度を測る目標値を示すもの

指標データ入手方法 「指標」のデータを検証するための情報源 

外部条件 「成果」「プロジェクト目標」を達成するために満たされていなければな

らない外部要件であるが、不確定要素を含むもの 

前提条件 プロジェクトを開始する前に満たされているべき条件 
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第３章 中間レビューの方法 
 

本中間レビュー調査の目的は、①投入・活動実績及び計画達成度の確認、②評価5項目の観点か

らのレビュー、③今後の活動に対する提言及び方向性の確認の3点である。③については、特に実

際の活動とPDMの記述に乖離が散見されることもあり、PDMの改訂が留意事項となっている。調

査は、これらの目的に即し以下の要領で実施された。なお、本調査はラオス側との合同レビュー

として行われた。 

 

３－１ 評価グリッドの作成 

本調査では、プロジェクト開始前、2009年11月に合意されたPDMとPOに基づき、プロジェクト

の当初計画、日本及びラオスの投入実績、活動実績、プロジェクト実施の効果、運営管理体制等

につきレビュー調査を行い、計画達成度、実施プロセス、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、持続性）を検証するために、評価グリッドを作成し各項目に関して評価を行った（評

価グリッドの詳細については付属資料ANNEX3-1～3-3参照）。本プロジェクトの評価に適用される

評価5項目の各項目の定義は以下のとおりである。 

 

妥当性 プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者

のニーズに合致しているか、相手国と日本側の政策との整合性はあるか、プロ

ジェクトの戦略・アプローチは妥当かといった「援助プロジェクトの正当性・

必要性」を問う視点 

有効性 プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされ

ているのか（あるいはもたらされるのか）を問う視点 

効率性 主にプロジェクトの投入と効果の関係に着目し、資源が有効に活用されている

かを問う視点 

インパクト プロジェクト実施によってもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果

をみる視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

持続性 援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続していく見込みはある

かを問う視点 

 

３－２ 評価実施方法 

本調査の実施方法は以下のとおりである。 

    

（１）日本側レビューチームの現地訪問前に、プロジェクトで事前資料を作成する。 

 

（２）日本側レビューチームは事前資料を検討のうえ、評価グリッドを作成し、適宜プロジェク

トから補足情報を得、あらかじめ調査できる部分について確認を行う。 

 

（３）日本側レビューチームは現地でラオス側レビューチームとともに調査方針を確認する。 

 

（４）合同レビューチームによる専門家及びC/Pへの聞き取り・協議、現地視察調査等を通じ、評

価5項目に従って合同レビューを行い、合同レビュー報告書（英文）に取りまとめる。 
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（５）JCCにおいて、調査結果を両国政府及び関係機関に報告・提言する。 

 

３－３ 情報・データ収集方法 

本調査において必要な情報・データは以下の方法によって収集された。 

    

（１）報告書・その他プロジェクト関連資料のレビュー 

・プロジェクト業務計画書 

・プロジェクト活動進捗報告書 

・ベースライン調査報告書 

・R/D（2009年11月署名） 

・ミニッツ（2009年11月署名） 

・運営指導調査報告書 

・実施協議報告書 

 

（２）関係者との面談・協議 

・プロジェクト長期専門家 

・MOES（プロジェクトディレクター、C/P） 

・PES（チャンパサック県・サバナケット県・カムワン県） 

・DEB（サナソンブン郡・バチエン郡・カイソン郡・タケク郡・ヒンブン郡・パクソン郡・

パランサイ郡） 

・TTC（チャンパサック県・サバナケット県） 

・対象校 

 

（３）現場視察 

【対象校】 

・チャンパサック県 

サナソンブン郡ナクアン小学校（Nakhoang Primary School） 

バチエン郡ノンナムカオ小学校（Nongnamkhao Primary School） 

パクソン郡バンリエン小学校（Banglieng Primary School） 

・サバナケット県 

カイソン郡フォンシム小学校（Phonsim Primary School） 

・カムワン県 

タケク郡チョムチェン小学校（Chomcheng Primary School） 

ヒンブン郡ポンタイ小学校（Poungthai Primary School） 
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第４章 計画達成度 
 

PDM及びPOに基づき確認された本プロジェクトの計画達成度を以下に記す。 

 

４－１ 投入実績 

【日本側投入】 

プロジェクト開始以降、中間レビュー調査までの日本側投入は以下のとおりである（詳細は付

属資料のミニッツANNEX 4を参照）。 

・長期専門家3名（総括/教員研修/理科教育、教員研修/算数教育、研修教材開発）37.73MM 

・供与機材（車両、コピー機、パソコン、プリンタ、他）7,516千円 

・携行機材（パソコン、事務用ソフト、プリンタ、UPS、他）918千円 

・現地業務費（教材開発ワークショップ、トレーナー研修、JCC、消耗品、他）16,025千円 

・調査団 3,636千円 

 

【ラオス側投入】 

ラオス側の投入実績は以下のとおりである。 

・C/P 25名（MOES 1名、PES 6名、DEB 8名、TTC 10名） 

・プロジェクト執務室（MOES、PES内）及び光熱費 

・教材開発ワークショップ会場（TTC、PES内） 

 

４－２ 活動実績 

PDMは、2年間、現状に合わせた改訂が進まなかったこともあり、実際の活動実績とPDMの記述

には多くの乖離が散見される。活動の実績をPOに整理し当初の計画と比較すると、PDMにある21

項目の活動のなか、計画通りに進んだものは4項目、実施時期にいたっていないものが１項目、合

計5項目の活動のみがおおむね計画通りである。一方、未実施は5項目、大幅な遅れは3項目、１年

目に開始したものの2年目は未実施が3項目、大幅な変更を伴う実施が5項目であり、合計16項目の

活動はPDMの記述と乖離している。その詳細は、以下のとおり。 

活動1-1 （計画通り）2010年4月、5日間のベースライン調査が対象3県8郡で実施され、①教員

の理数科に対する能力の低さ、②教科書の不適切な内容及び構成、③教科書通りに行

われる授業などの問題点が明らかになった。 

活動1-2 （大幅な遅れ）めざすべき授業についての関係者間の共通認識は、教材開発W/Sが軌

道に乗り始めるころに形成されたため、それに基づく学習指導案を評価する基準の設

定は、当初の予定より1年ほど遅れた。 

活動1-3 （大幅な変更）MCとTSTの代わりに、PESとDEBのPA及びTTC教官からなるトレーナ

ーチームを結成し、教材作成などの技術面及び関連機関の調整にあたっている。これ

はプロジェクト運営の簡素化を狙った結果で、一方PES・DEB・TTCの管理職は特に

委員会などの形態はとらないが、日常業務の一環としてプロジェクト業務にかかわっ

ている。 

活動1-4 （計画通り）2010年3～4月、キックオフミーティング及びその後の対象3県への訪問

により、対象郡・クラスターの選定基準が以下のように合意された。 
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① 研修参加に前向きで新しい授業の方法に関心がある。 

② 研修経費の負担が可能である。 

③ PES・DEB・TTC関係者及び専門家がモニタリングしやすい場所にある。 

活動1-5 （2年次は未実施）サバナケット県とチャンパサック県は3郡、またカムアン県は2郡

が対象郡として選定された。当初計画では、毎年、新たな郡・クラスターを選出し、

対象に加える予定であったが、教材開発に時間と労力をとられ、2年目は対象地区の

拡大が見送られた。 

活動1-6 （2年次は未実施）MCとTSTの代わりに1-5で選定された郡のPAを含むトレーナーチー

ムが1年次に結成されたが、2年次は対象郡の拡大が見送られたため、新たな地区から

のメンバーは加わっていない。 

活動1-7 （2年次は未実施）1年次に、サバナケット県とチャンパサック県は6地区、またカム

アン県は4地区が対象クラスターに選定され、それらのクラスターにある学校が対象

校として選定された。2年目は、1-5と同様の理由で対象クラスター及び対象校の拡大

が見送られた。 

活動1-8 （未実施）ベースライン調査によってクラスターの活動状況にはばらつきがあるとわ

かり、プロジェクトはクラスター研修を一様に推進しないこととした。したがって、

クラスターレベルにMCなどは結成せず、組織強化への支援は実施していない。 

活動1-9 （計画通り）プロジェクトとして、一様に対象校で研修活動をすることを促進してい

ないが、一部の対象校ではISの一環として、プロジェクトが開発した研修教材を活用

した研修活動をすでに実践している。 

活動1-10 （未実施）1-8で述べたとおり、プロジェクトはクラスター研修を一様に推進しないた

め、研修実施は各々のクラスターの自主性に任されている。 

活動1-11 （未実施）クラスター活動と同様にコミュニティの関与にもばらつきがあるので、プ

ロジェクトはコミュニティの関与をすべての対象校に一様に推進しないこととした。 

活動1-12 （計画通り）この活動は、当初からプロジェクト期間の終わりに計画されているため、

実施されていない。 

活動2-1 （大幅な変更）対象校の校長研修はATへの研修と合わせて、トレーナー研修として、

1年次と2年次に2日間、各々1回、これまでに合計2回が対象3県の対象8郡で実施され

た。対象校の校長のほとんどは授業も担当しているため、管理職のみを対象とした研

修ではなく、ATも対象に教科を含めた研修とした。 

活動2-2 （大幅な遅れ）1-2に述べたとおり、めざすべき授業の共通認識が形成されるまでに1

年ほどが費やされた。こうした校内研修のめざす方向が明確になるまで、研修の内容

も決めることができず、研修マニュアルの開発も遅れた。 

活動2-3 （大幅な変更）2-1で述べた要領で、AT研修は校長研修と合わせて、トレーナー研修

として、各対象郡で2回実施された。 

活動2-4 （大幅な変更）プロジェクトは、校内研修の実施を促していないため、そのモニタリ

ングも促していないが、TOTにおいて対象校は校内研修活動計画を立て、その後、PA

が対象校をモニタリングすることとした。その実施状況はばらつきがあり、全般的に

芳しくない。具体的には、トレーナーチームの14名のPAうち、年間で、１名が1校、4

名が3校、1名が4校、1名が7校、2名が8校、合計9名がモニタリングを実施したが、残
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りの5名は1校も訪問していない。 

活動2-5 （未実施）TTCは、MOESに承認されたカリキュラムに沿って教える必要があり、公

式にはプロジェクトで開発した教授法を承認前に取り入れられないため、この活動は

見送られている。 

活動3-1 （大幅な遅れ）研修教材の開発は、トレーナーの理数科に対する能力不足のため、予

想以上に時間が費やされた。そのため、必要な時間も見積もれず、教材開発の計画は

立案されなかった。 

活動3-2 （大幅な変更）研修教材の開発は計画通りに始まったが、進捗が当初の予想よりはる

かに遅く、特に当初は担い手のトレーナーの能力不足もあり、難航した。また、教科

書の内容と構成にも問題が多く、そのうえ教員は教科書の内容を咀嚼なしで、そのま

ま教えるように指導を受けていることも、教育現場の状況に合致した教材の作成を難

しくした。こうした状況で、1年目に開発した教材は3単元分のみであったが、トレー

ナーの能力向上、及びMOESによる教科書を咀嚼した教材開発の承認があり、2年目は

9単元分の教材が開発された。これまでに合計12単元分が、1～5年生算数及び4・5年

生理科について開発された。教材の開発体制については、PDMではTTC教官が教材開

発をするとなっているが、PESとDEBのPAを含むトレーナーチームが開発を担ってお

り、計画と異なる。また、教材開発は現在実質的にプロジェクトが最も注力する主活

動となっているが、PDMでは運営体制についての活動が11項目と最も多く、教材に関

する活動は4項目のみであり、PDMと実際の活動状況ではプロジェクト全体における

教材開発の重みといった位置づけも異なる。 

活動3-3 （計画通り）対象校のモニタリングは、2-4で述べたとおり、十分に実施されていない

ため、トレーナー研修を通じて対象校の校長及びATから開発した研修教材へのコメン

トを収集し、開発された教材の改訂ならびにそれ以降の教材開発に反映された。 

活動3-4 （未実施）教材はこれまでに1冊の冊子に取りまとめられ、対象校に配布されたが、

新たな対象校の選定は見送られたため、この活動は実施されなかった。 

 

４－３ 成果の達成状況 

（１）成果1：校内研修運営の仕組みが強化される。 

指標1-1 県及び郡のMC及びTSTが各々の県及び郡に承認される。 

指標1-2 対象校において校内研修の年間計画が立てられる。 

指標1-3 1-2で計画した研修のうち、XX％が実施される。 

    

PDMには、県教育局（Provincial Education Service：PES）、郡教育局（District Education Bureau：

DEB）、クラスターの3つのレベルに各々運営委員会（Management Committee：MC）及び技術

支援チーム（Technical Support Team：TST）を結成し、各々、運営面と技術面から校内研修の

支援体制を確立する計画であった。しかしながら、プロジェクトの開始からこうした支援体

制は構築されず、代わりにPESとDEBのAT及びTTC教官からなるITSMEトレーナーチームが結

成され、MOES・PES・DEB・TTCなどの関連機関の調整、及び技術面の業務に携わっている。

一方で、PES・DEB・TTCの管理職は、当初の計画にある委員会のような定期的な会合の場は

持たないが、年間2回ほど教材開発W/Sの場に招かれ、プロジェクトの進捗を確認している。
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委員会という形態はないので、各々のレベルで必要なプロジェクト関連の意思決定は、各々

の組織の中の日常業務の一つとして対応されており、合議の場はJCCに一本化されている。 

上記のような運営体制の変更は、組織形態の簡略化による効率的なプロジェクト運営を狙

ったものである。確かに、県・郡・クラスターの3レベルで、技術支援と運営管理に各々1組

織ずつ立ち上げ、合計6つの組織を運営するよりも、ITSMEトレーナーチームとして一本化す

ることで成功しているといえる。しかしながら、トレーナーチームの構成員は技術職員であ

り、したがって運営管理に関する組織的な対応は弱いことが懸念される。実際、これまでプ

ロジェクトが注力し、時間と労力を注ぎ込んだ主活動は研修教材の開発、すなわち極めて技

術的な活動である。それをプロジェクト終了時も継続する仕組みを作る、あるいは成果をど

のように普及し根付かせるかといった運営管理については、これまでプロジェクトとして積

極的には取り組んでいない。 

以上により、校内研修の支援体制は、研修内容の充実させる技術面では十分に確立された

ものの、継続性や普及を担保する運営管理面では未だ弱いといえる。また、本来、こうした

評価は評価指標に基づいて客観的に判断するべきであるが、以下の理由で評価指標が使えな

い。指標1-1は上で述べたITSMEトレーナーチームが結成された現状と異なり使用できず、指

標1-2はどの程度の割合の対象校で計画が策定されたかを示すデータがなく、したがって指標

1-3を測るデータがないうえに目標値が設定されておらず使えない。 

 

（２）成果2：校内研修の仕組みを支援するための人材強化が行われる。 

指標2-1 校内研修の満足度がXX％向上する。 

指標2-2 ATが実施する授業の評価結果（事前と事後との比較）がXX％向上する。 

指標2-3 ATの理数科の教科知識のテスト結果（事前と事後の比較）がXX％向上する。 

指標2-4 PAが実施するモニタリング回数（計画に対しXX％実施される） 

指標2-5 PAが実施する授業観察に対する評価結果がXX％向上する。 

指標2-6 校長研修、AT研修が計画通りに実施される。 

指標2-7 校長研修、AT研修の実施回数及び参加者数（全教員のうちXX％が参加する）。 

    

活動2-4で述べたとおり、対象校の校長とATへの研修と合わせてTOTとして1年次と2年次に

2日間、各々1回、これまでに合計2回がすべての対象郡で実施された。内容として、1年次は

開発された教材の品質が十分ではないと判断されたため、これを用いた校内研修活動は促進

せず、プロジェクトの背景、目標、期待する成果、活動内容の説明、及びめざす授業につい

ての共通理解の形成などにとどまった。2年次のTOTでは、模擬授業などを通じて開発された

モデル指導案の紹介がなされ、校内研修計画の立案もなされた。このように、TOTはこれまで

に各郡で合計4日間実施されたのみであり、内容的にもモデル指導案の紹介にとどまっており、

評価指標にみられるようにATの能力向上、あるいは校内研修の充実に直接裨益するような段

階にはいたっていない。 

成果1でも述べたとおり、現在、プロジェクトが注力している主な活動は研修教材の開発で

あり、これは単に成果物を生み出すことが目的ではなく、この作業を通じたITSMEトレーナ

ーチームのメンバーであるTTC教官、及び対象県・郡のPAの能力強化である。実際、2日間の

TOTが2年間で各郡2回の実施にとどまったのに対し、教材開発W/Sは5日間の日程で、1年次に
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4回、2年次には8回、合計で12回実施されており、ITSMEトレーナーの養成に多大な時間を費

やしている様子がわかる。また専門家の報告によると、TOTさえも研修の実施を通じて、対象

校の校長とPAよりはITSMEトレーナーの研修運営能力の向上を図っているということである。 

以上により、PDMは対象校、及びそこに近い郡レベルの人材育成に力点が置かれているの

に対し、実際の活動ではTTCを中心に州・郡レベルの人材育成に注力している。この違いは

PDM策定時にはTTC教官の能力が十分高いと想定されていたが、その後プロジェクトが開始

してからTTC教官の能力も予想以上に低いことが明らかになったことが理由と考えられる。こ

うした観点から、成果2の人材強化に関しても成果1と同様に計画と実施の間に乖離がみられ

る。また評価指標についても、成果1と同様に使えない状況にある。指標2-6以外は目標値が設

定されておらず、また指標2-6で想定された校長研修とAT研修はTOTに置き換えられているた

め、この指標も当てはまらなくなっている。 

 

（３）成果3：現場実態に即した校内研修用教材が作成される。 

指標3-1 TTC教官により作成された校内研修用教材の数。 

指標3-2 作成された教材の使用満足度がXX％向上する。 

指標3-3 製本された校内研修用教材集の数。 

    

成果1及び成果2で述べたとおり、研修教材の開発はプロジェクトの実質的な主要業務とし

て位置づけられ、多くの時間と労力が注がれてきたが、当初はITSMEトレーナーの能力不足

もあり、予想より難航した。その後、トレーナーが次第に能力を向上するにつれて、また他

の問題も解消され、開発の速度が上がった。その結果、1年目は3単元分の教材にとどまった

が、2年目には9単元分の教材が開発された。合計12単元分が、1～5年生算数及び4・5年生理

科について開発された。 

このように、教材の開発は軌道に乗り始めたが、成果2で述べたとおり、対象校で校内研修

に使われるための支援は、2年次のTOTで始まったばかりであり、未だプロジェクトとしての

関与は薄い。しかしながら、聞き取り調査で訪問した多くの対象校では、すでに研修教材と

してだけではなく、授業にも活用されている。対象校の教員によると、プロジェクトが開発

した教材の大部分を占めるモデル指導案は、過去に他ドナーが導入した形式の教案よりも、

シンプルで使いやすいとの意見が多数聞かれた。また、複数の対象校では毎週ISを実施してお

り、教員間でモデル指導案が共有されている。さらに、いくつかの学校ではすでにモデル指

導案の形式で教員が自ら教案を作成している。このように、プロジェクトが普及に力を入れ

ていないにもかかわらず、教材が活用されている現状にかんがみると、プロジェクトが開発

した教材は現場のニーズに合致しているといえる。 

上記のような教育現場のニーズとの合致をみる限り、この成果3に関しては成果1及び成果2

のようなPDMに記載された計画との乖離は特に認められない。それどころか、達観的には優

れた成果を上げているといえるが、それにもかかわらず評価指標の目標値が設定されていな

いため、この成果の達成度は客観的に評価することができない。そのうえ、指標3-2について

は、使用者の満足度を測定するための質問票などのツールが開発されていないため、判断す

べきデータも収集できない。 



 

－15－ 

４－４ プロジェクト目標の達成状況 

＜プロジェクト目標＞ 

対象小学校において理数科の指導法が改善される。 

指標1 対象校教員が作成する指導案の質が改善する。 

指標2 対象校教員が実施する授業の評価結果が向上する。 

 

（１）学習指導案の質の改善 

４－３の（２）成果2で述べたとおり、現在プロジェクトは対象校の研修活動への直接的な

関与は薄く、教材開発を通じたITSMEトレーナーの養成に力点を置いている。そのため、対

象校の教員が作成する指導案の質の変化をみるような本格的なデータ収集は行われておらず、

したがってこれについて客観的なデータに基づいた判断はできない。そこで達観的な評価を

試みるならば、一部の対象校では確かに教員が作る学習指導案について質的な変化が起こっ

ているといえる。４－３の（３）成果3で述べたとおり、プロジェクトの積極的な関与がない

にもかかわらず、一部の学校ではすでにモデル指導案の形式を当てはめた独自の指導案の作

成が始められている。これは、算数・理科にとどまらず、ラオス語の授業の指導案作成にも

応用されている。 

専門家の報告によると、こうして作成された指導案は、モデル指導案の形式を模している

ものの、内容的には従来と同様に教科書からの単純なコピーである可能性が高いとのことで

あった。しかしながら、そうではあっても形式をモデル指導案に合わせる過程で、単純なコ

ピーでは対応できず、教師が自ら考える場面は少ないながらもあるとのことである。すなわ

ち、わずかではあるが質的な向上は期待できるといえる。 

実際に、指導案を作成している教員によると、モデル指導案の形式は過去にUNICEFによっ

て導入されたものと比べるならば、シンプルで使いやすく、特に難しいところはないとのこ

とであった。これとは対照的に、モデル指導案開発の中心となっているトレーナーチームに

属するTTC教官によると、本プロジェクトで開発しているモデル教案の基本構造はシンプルで

あるものの、記述するべき情報が多く、そのため一見して従来の指導案より長くなるとのこ

とである。また、教科書の丸写しでは対応できないところも多く、従来の指導案を作るより

難しいとのことであった。こうした見解の違いは、モデル指導案についてOJTを通じた本格的

な能力強化がなされたTTC教官のほうが、現場の教師よりも指導案開発について高い知見を持

っていることによると考えられる。すなわち、対象校の教員はまだモデル教案の書式を適切

に活用していないという専門家の達観評価を裏付けるものである。以上より、対象校の教員

による指導案の質的向上はまだ始まったばかりであり、明確な効果が現れるためには今後プ

ロジェクトによる本格的な支援が必要である 

 

（２）授業の質の改善 

上記のとおり、現在プロジェクトは対象校の研修活動の充実より、教材開発を通じたITSME

トレーナーの養成に力点を置いているため、対象校の教員による授業の質的変化を追跡でき

るような、まとまったデータ収集は行われていない。したがって、作成すれば形に残る指導

案よりも、残らない授業そのものは、さらに状況を把握することは困難である。客観的なデ

ータに基づいた評価ばかりではなく、達観評価も難しく、その一端を対象校の教員への聞き
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取り調査から推測せざるを得ない。 

聞き取りの結果は、プロジェクトの効果について極めて楽観的なものであり、モデル指導

案を活用した授業では、生徒の態度が主体的になり、生き生きとするというものであった。

さらに、それにより生徒の理解度が高まったという意見も多数聞かれた。この生徒の理解度

についての評価は、モデル教案の中にあるチェック項目を適用することで得られたというこ

とであった。するとモデル教案を適用しない場合にはそもそも生徒の理解度についての適切

な評価ができないことになり、教員達の主張である生徒の理解度の向上は感覚的なもので、

根拠に基づいたものではないといえる。一方、毎月実施するテストの結果が向上したとの声

も多数聞かれた。こちらは点数として残るため適切な集計をするならば、真偽は明らかにな

るはずである。教員は、こうした数量データの取り扱いに習熟しているわけではないので、

生徒の成績が向上したとの意見は、感覚的な達観評価に基づいているにすぎず、これも客観

的な根拠にはならない。 

以上のように、対象校の教員による授業の質的な向上を裏付ける明確な根拠を見出すこと

はできなかったが、現場の教師がプロジェクトのもたらしたモデル指導案は良いもので、役

に立っているという感覚で受け入れられていることは重要である。今後、対象校に対する支

援が本格化されるにあたり、こうした教員の認識は有利に働くことが期待できる。 

 

４－５ 上位目標の達成状況 

＜上位目標＞ 

対象県の理数科の授業の質が向上する。 

指標1 対象県の教員が作成する指導案の質が改善する。 

指標2 対象県の教員が実施する授業の評価結果が向上する。 

指標3 対象県の生徒の出席率と授業態度が向上する。 

    

本プロジェクトの上位目標は、プロジェクト目標の延長上にある。違いは対象校から対象県へ

と受益者が拡大すること、指導法が授業へと改善の対象が多少大きくなることの2点のみである。

このうち改善の対象について、評価指標の2つはプロジェクト目標と共通しており、違いは3番目

の指標を加えて、生徒側の変容を考慮したのみである。したがって、プロジェクト目標と上位目

標の内容に、あまり本質的な違いはみられない。また、この3番目の指標について、生徒の出席率

は授業の質以外にも家庭の事情などの他の要因の影響が大きく、指標としての適切性に疑問が残

る。授業態度については、フランダース法などの教育工学的な手段を用いれば、ある程度、計測

可能と思われるが、一方でこうした評価方法は多大な時間と労力が必要となり、現実的ではない。

このように、3番目の評価指標の信頼性が揺らぐと、上位目標の評価指標はプロジェクト目標と同

じになり、受益者のサイズを除き、本質的な違いは認められない。 

以上により、プロジェクト目標から上位目標にいたる見込みは、受益者を対象校から非対称校

を含む対象県全体へ、いかに拡大するかにかかっている。まず、プロジェクト目標の達成度に関

しては、４－４で述べたとおり、未だどの程度達成されるか判断が難しい。したがって、これが

達成されるか判断できないため、上位目標の達成見込みも判断できないといえるが、一方プロジ

ェクト目標が達成された場合の上位目標にいたる条件について考察することはできる。上位目標

にいたるためには、対象校・クラスターから非対象校・クラスターへ、プロジェクトの成果であ
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る質の高い授業が伝播することであるが、これは県・郡のPAの指導、若しくは学校間の交流を活

性化することで可能である。聞き取り調査によると、一部の対象郡では毎月すべての学校を対象

とした会合を開催しており、対象校から非対象校へ、プロジェクトの成果が伝わる道筋は確保さ

れている。一方で、県の中にはアクセスが難しい遠隔地の学校も含まれており、そうした学校に

対する支援が困難である事情も聞かれた。このように、同じ県内でも地理的な条件により学校へ

の支援の難易度には大きなばらつきがあり、上位目標の達成度を評価する場合、どの程度の学校

まで含めるかということが問題となる。例えば、遠隔地にある学校を含めるか否かによって、上

位目標の達成度に対する難易度は大きく異なってくる。 

このように、プロジェクト目標の達成度も判断ができず、プロジェクト目標から上位目標にい

たる道筋にも未知数が大きい現時点では、上位目標達成の見込みについて判断することはできな

い。 

 

４－６ 実施プロセスにおける課題 

（１）プロジェクト実施体制 

４－３の（２）成果2で述べたとおり、これまでプロジェクトは研修教材、特にモデル指導

案の開発を通じたITSMEトレーナーの養成に注力し、一方でPDMの人材強化の主な対象者は

対象校の教員である。この人材強化の主な対象者の違いが、プロジェクト実施体制にも現れ

ているといえる。PDM上では、県・郡・クラスターの3つのレベルに、各々MCとTSTを設置

する計画であったが、実際にはITSMEトレーナーチームが結成され、教材開発、諸々の調整

業務に携わっている。今までのところ教材開発W/Sが頻繁に行われ、ITSMEトレーナーチーム

はよく機能しているが、財政的な裏付けも正式な組織間の合意事項もなく、プロジェクト終

了後も機能するか懸念される。プロジェクト期間中に、モデル指導案がすべての学年と単元

を網羅する見込みがないことにかんがみるならば、組織的な持続性の確保は大きな課題であ

る。また、対象校への支援を本格化する際、教材開発が主要業務となっている現在のITSME

トレーナーチームの編成のみで対応できるか懸念される。 

 

（２）計画と実施の乖離 

上記のように、プロジェクトの計画と実施は支援の主な対象者といった大きなところで異

なっている。こうした大幅な変更は、関係者間で協議し、計画書であるPDMに反映される、

あるいは実施のほうを当初の計画に沿うように軌道修正する必要がある。そうしなければ、

何をめざして、何をやるかについて関係者間で共通認識を形成することは難しく、プロジェ

クトの運営に透明性を欠くことになる。実際、関係者の一部からは、本プロジェクトが何を

やっているかよくわからないとの声も聞かれた。PDMの修正に関しては、運営指導調査団が

修正案を作成したにもかかわらず、その後の承認作業は進まず、今回の中間レビューまで持

ち越された。また、ラオス側の実務者レベルの主要なC/PもPDMの内容を知らずに業務に取り

組んでいた。こうしたPDMの形骸化及び実施との乖離は、今後、解消するべき大きな課題で

ある。 
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第５章 中間レビュー結果 
 

５－１ 評価5項目による評価 

５－１－１ 妥当性 

【高い】 

MOESは、教員の資質向上への取り組みの一環としてISの実施を促しており、実際プロジェク

ト対象校の聞き取り調査においても、多くの学校で、週1回程度、実践されていることが確認さ

れた。しかしながら、その内容についてMOESはきめの細かい指導をしているわけではなく、多

くは話し合いの場にとどまっており、質の高い研修活動はなされていない。そこでプロジェク

トは質の高い研修教材を開発し、これまで各対象郡に2回、TOTを通じて紹介した。研修教材の

主要部分であるモデル指導案は多くの学校で受け入れられ、すでに日々の授業にも活用されて

いる。このようにプロジェクトは現場のニーズに合った必要性の高い活動を実施している。 

これまでプロジェクトが重点的に取り組んできた活動は、研修教材の開発を通じたITSMEト

レーナー（PES・DEBのPA及びTTC教官）の養成であるが、聞き取り調査の結果、プロジェクト

の活動に満足していることが明らかとなった。内容的には、今までにない質の高い授業作りの

手法が学べる機会を得て満足していると集約される。つまりプロジェクトは主要C/Pにとってニ

ーズが高い研鑽の場を提供している。 

またラオスの政策との整合性は、プロジェクト形成時からよく配慮され、ラオスの政治・社

会の急変もないので、高い状態が保たれている。具体的には、第7次NSEDP2011-2015には、教

育改革を通じた人的資源の量的・質的拡充があげられている。ESDF2009-2015は教員再研修の拡

充に言及し、20％の教員が研修を受けられるようになることを目標としている。第7次

ESDP2011-2015は、科学の近代化と現職教員研修を通じた能力強化をあげている。教員教育実施

計画は、持続的な現職教員教育に向けた実施計画の策定を目標の一つとしてあげている。すな

わち、プロジェクト形成時と同様に現在もラオス政府は基礎教育と理数科の充実、及びその手

段としての現職教員研修の充実に高い優先度を置いている。 

本プロジェクトは、日本側のODA政策とも十分に整合しており、対ラオス国別援助方針によ

ると、「基礎教育の充実」は6項目ある重点分野の一つとして位置づけられている。そして、こ

れは、貧困撲滅及び安全保障の実現手段とされている。 

プロジェクトの実施にあたり、技術面を担当するTTC、及び中央から教育現場にいたる校内研

修の支援体制を確立するため、MOES・PES・DEBをC/P機関として選定したことは、ITSMEトレ

ーナーチームがよく機能していることから妥当性が高いといえる。また、SMATTプロジェクト

で養成されたTTC教官が本プロジェクトでも活躍していること、及び現在派遣されている専門家

が他国におけるJICAの技術協力に、長年、携わった経験があることなどにかんがみると、これ

までの日本の同分野での経験は十分に活用されており、日本として支援することの妥当性は高

い。 

 

５－１－２ 有効性 

【現状では検証不能】 

モデル指導案がTOTを通じて対象校に紹介されたのが2年次であり、そのフォローアップが本

格化していないことを考慮するならば、対象校の教員の資質向上を問うプロジェクト目標の達
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成度を評価することは時期尚早である。一方で、そうした状況にもかかわらず、モデル指導案

及びその書式は予想以上に多くの対象校の教員に受け入れられ活用されており、プロジェクト

目標の達成に向かっていることを予見させる様子もみられる。しかしながら、プロジェクト目

標に対する評価指標の目標値が設定されず、データ収集に必要な手法・ツールが開発されず、

データも収集されていないため、客観的な指標に基づいたプロジェクト目標の達成度の評価は

できない。 

一方、3つの成果の達成がプロジェクト目標の達成につながる論理的な整合性には特に問題は

みられず、外部条件であるISの実施も客観的な統計資料はないものの、聞き取り調査の結果では

予想以上に活発であり、満たされていると類推される。また、クラスターによっては校内ばか

りではなく、学校間の交流及びPAの指導も活発で、プロジェクトの成果普及が期待できる。し

かしながら、交通費の不足などによってPAのアクセスが困難であり、プロジェクトの成果普及

が難しい対象郡・クラスターもある。 

以上のように、プロジェクト目標の達成度について検証する条件が整っておらず、また目標

達成の鍵となる成果の普及についても不確定要素が大きい現状において、有効性の検証はでき

ない。 

 

５－１－３ 効率性 

【現状では検証不能】 

プロジェクトの成果は、①校内研修支援体制の確立、②校内研修支援に必要な人材強化、③

校内研修充実に必要な教材の提供の3つからなっており、達観的には各々次のように評価できる。

①の支援体制は計画と実施が乖離した形で実現しており、②の人材強化も計画と実施で重点的

に強化する対象者が異なる形で進んでおり、③は立ち上がり時の進捗が遅かったものの、ほぼ

計画通りの実施となっており、大きな成果を上げつつある。しかしながら、客観的な根拠に基

づいた評価を試みると、評価指標の目標値設定、必要なデータ収集の手法・ツールの開発、デ

ータの収集などがなされておらず、現時点で成果の検証は不能である。 

一方、投入及び活動と成果の論理的なつながりについて問題点はみられず、また専門家の派

遣・C/Pの配置など、日本・ラオス両国の投入とも速やかに時宜を得て実施されたばかりではな

く、量的・質的にも関係者の聞き取り調査から適切であったことが確認されている。 

活動については、21項目のうち、予定通りの実施は5項目（実施時期にいたらない未実施の活

動を含む）のみであり、残り16項目は、未実施、大幅な遅れ、大幅な変更を伴う実施、2年次の

実施見送りであり、計画との乖離がみられた。この計画と実施の乖離が、PDMの形骸化を招き、

上記の評価指標及びデータ不備の原因となったともいえる。 

以上のように、活動の計画と実施の乖離、それによる成果に対する評価指標及びデータの不

備により、客観的な根拠に基づいた効率性の検証はできない。 

 

５－１－４ インパクト 

【現状では検証不能】 

プロジェクト目標の達成度が検証不能と同様に、研修指標の目標値が設定されず、データ収

集に必要な手法・ツールが開発されず、データ収集がなされていないため、上位目標の達成度

も検証不能である。また、上位目標はプロジェクト目標の達成から発現されるものであるから
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プロジェクト目標が検証不能であれば、PDMの論理的なつながりからも、検証不能である。 

一方、プロジェクト目標の達成が上位目標の達成につながるか否かについて、論理的な整合

性に問題はみられず、その条件はプロジェクトの成果が対象郡・クラスターから非対象郡・ク

ラスターに普及することといえる。一つの県の中には、遠隔地の学校も含まれることにかんが

みるならば、県全域にプロジェクトの成果を普及するためにはこうした学校への対処が必要で

ある。 

以上により、上位目標の達成度を検証する手段、及びプロジェクト目標から上位目標にいた

る条件について不確定要素が大きく、現状ではインパクトについて検証することはできない。 

 

５－１－５ 持続性 

【改善が必要】 

プロジェクトが開発した研修教材は、普及活動が本格化していないにもかかわらず、すでに

多くの対象校に受け入れられ、活用されていることにかんがみると、移転するべき技術とその

レベルは適切であり、持続的に活用されることが見込まれる。これまで主な技術移転の対象と

なっているITSMEトレーナーについては、当初能力の低さが懸念されたものの、次第に能力が

強化され、現在移転されている技術レベルは適正といえる。それは教材開発が軌道に乗ってき

たところから明らかである。また、５－１－１で検証したラオス側の政策との整合性は、ラオ

スの政治・社会が急変しない限り高い状態が保たれる見込みである。 

しかしながら、研修教材の開発はプロジェクト期間中にすべての学年と単元を網羅できない

見込みであり、この活動には特に継続性が求められるが、組織面・予算面で継続性が担保され

ているとは言い難い。組織面ではITSMEトレーナーチームが結成され、現状ではよく機能して

いる。しかしながら、これはTTC及びPES・DEBといった異なる組織から成っており、文章によ

る合意などの措置は講じられていない。財政的には、これまでMOESがプロジェクト活動に十分

な予算配分はしておらず、3年次にあたる2012年度にある程度の予算配分が期待されている状況

である。 

以上により、移転されている技術・そのレベル及び必要性・政策との整合性については適正

で継続性が見込まれるが、財政・組織面では継続性が担保されているとは言い難く、改善が必

要である。 

 

５－２ 貢献要因と阻害要因の検証 

５－２－１ 貢献要因 

（１）計画内容に関すること 

PDMに記載された計画では、MOESが推進するISにプロジェクトの成果が活用されるよう、

このISへの支援体制の構築がプロジェクトの柱となっている。これは、21項目の活動のうち

半数以上の12項目が運営体制の強化活動であることから明らかである。また、成果の評価

指標13項目のうち、対象校の人材・活動に焦点を当てたものが半数以上の7項目であること

から学校レベルの人材・組織がプロジェクトの主な強化対象であることがわかる。 

一方、実施においてプロジェクトはこれまで組織運営及び学校レベルの人材強化より、

むしろITSMEトレーナーの理数科教育に対する能力強化に注力していた。それにもかかわ

らず、プロジェクトで開発された教材は2回目のTOTで紹介されたのみで、多くの対象校に
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受け入れられ、授業にも活用され、一部では形式を模した独自の指導案作成も始まってい

る。これは開発された教材の品質の高さばかりではなく、当初の計画で見込んだとおりIS

が活発であることが原因と考えられる。実際、聞き取り調査によると、多くの学校では、

毎週ISを実施しており、その中でプロジェクトによる教材を他の教師と共有したとの声が聞

かれた。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

上記のとおり、学校レベルの強化に焦点を当てた当初の計画とは異なり、実施において

プロジェクトは教材開発を通じたITSMEトレーナーの強化に注力した。計画との調整をせ

ずに大きな変更がなされた問題は残るものの、こうした活動を通じて開発された教材が多

くの対象校で受け入れられていることにかんがみるならば、少なくとも成果3の教育現場に

即した教材の開発に関しては実施プロセスが適切であり、成果の発現に貢献したといえる。 

 

５－２－２ 阻害要因 

（１）計画内容に関すること 

PDMに記載された計画では学校レベルの人材強化が焦点であり、一方プロジェクトの実

施ではITSMEトレーナーが技術移転の主な対象であるが、これは教材作りの中核となるTTC

教官の能力に対する評価の違いが原因と考えられる。専門家の報告によると、ラオスにお

ける理数科の全体的な能力が低く、理数科を専攻したTTC教官でさえも期待される技術レベ

ルに遠く及ばないとのことである。また授業作りについても、MOESが教科書を丸写しした

学習指導案の作成を奨励しており、そのためTTC教官も教科書やカリキュラムの内容を批判

的に検討しながら授業を組み立てる作業には習熟していないとのことである。プロジェク

トが開始されてからこうした事情が明らかになり、学校レベルの人材よりも、まずTTC教官

を中心に上流の人材強化を図る必要から、プロジェクトの実施においてはITSMEトレーナ

ーの養成に注力してきたといえる。すなわち、計画策定時にTTC教官の能力を実際より高く

見積ったことが、計画と実施に大きな違いが生じた原因とみなされる。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

実施プロセスにおける最大の問題は、計画と実施に大きな変更が生じながら、その調整

がなされなかったことである。４－６（２）計画と実施の乖離で述べたとおり、これは、

プロジェクトが何のため何をやるかについて関係者の共通理解を難しくし、プロジェクト

運営の透明性を大きく損なうものである。また、プロジェクトが様々な活動を実施して、

成果が得られているにもかかわらず、計画に基づいた実施の正否が判断できない、もしく

は信頼性のある根拠に基づいた評価ができない状況も生じている。こうした計画と実施に

大きな乖離が生じ調整されなかった阻害要因として、関係者間のコミュニケーション不足

が考えられる。実際、専門家チームとJICA現地事務所の間で十分なコミュニケーションが

とれず、PDMの改訂が進まなかったとの声が聞かれた。 

 

５－３ 結 論 

これまで、本プロジェクトの主な活動となっているモデル指導案を中心とした教材の開発は、
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当初予想以上に多くの時間が費やされたものの、トレーナーチームの能力向上に伴い軌道に乗り

始め、現時点では質の高い教材を開発・供給し、対象校の教員に受け入れられている。しかしな

がら、この活動の持続性を組織的・財政的に支える仕組みは構築されていない。また、当初の計

画の主な焦点である学校レベルの人材強化については、いまだ十分な支援をしているとは言い難

く、これらは今後の課題として残っている。また、計画と実施の大きな乖離も課題として残され

ている。このため、関係者間のプロジェクトに対する共通理解が十分ではなく、また正当な評価

ができないといった問題が生じており、PDMの改訂、もしくはプロジェクト実施プロセスの軌道

修正が望まれる。 

以上のように、本プロジェクトは一定の成果を上げているものの、克服するべき課題も多く、

残りの期間における一層の尽力が期待される。 

 

５－４ PDMの変更 

中間レビュー調査団は、レビューの結果に基づき、プロジェクト活動の実際の進捗と計画され

た活動との乖離が確認されたことから、関係者の本プロジェクトの成果や活動に対する共通認識

を醸成するために、PDMの改訂が不可欠であるとの結論にいたった。調査団は、JCCにおいてPDM

を付属資料のミニッツANNEX1-2のとおり改訂することを提案し、関係者間で確認後、合意にいた

った。 

    

（１）成果 

プロジェクト成果を以下のとおり再整理した。 

1. 授業改善のための仕組みが強化される。 

2. 授業改善を促進する人材が強化される。 

3. 授業改善のための教材類が作成される。 

 

（２）活動 

プロジェクト活動を実際の活動に即した形で再整理し、以下のとおり改訂した。 

１）成果1：授業改善のための仕組みが強化される。 

1-1 MOESとPESは対象県の理数科教育ベースライン調査を実施する。 

1-2 MOESは、TTC、PES、DEBからITSMEトレーナーを選定する。 

1-3 MOESは、授業改善のための体制支援の実施計画を策定する。 

1-4 MOESは、1-3の計画に基づいて、ITSMEワークショップを開催する。 

1-5 対象郡のDEBは、TTCとPESの協力を受けTOT研修を実施し、対象校校長らに対してワ

ークショップで作成した教材を紹介する。 

1-6 対象校の校長とATは、TOTにおいて、校内での授業改善のため行動計画を策定する。 

1-7 校長とATは1-6の活動計画に従い、授業改善のための活動を実施する。 

1-8 DEBは、模範学習活動案の使用状況についてモニタリングを実施し、PESに報告する。 

1-9 プロジェクトは、授業改善の仕組み強化のためにTTCとPES、DEBとの間で覚書

（Memorandum of Understanding：MOU）の締結に向けた議論をファシリテートする。 

1-10 プロジェクトは、教育政策アドバイザーと協力し、教員強化に関する学校基準（School 

of Quality：SOQ）達成のためのISを支援するために、MOES関係者との議論をファシ
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リテートする。 

1-11 MOESは、関係機関と本プロジェクトでの経験を共有するためのセミナーを開催する。 

２）成果2：授業改善を促進する人材が強化される。 

2-1 ITSMEトレーナーは、ITSMEワークショップ参加を通じて、授業改善のために必要な

教科知識やスキルを身につける。 

2-2 対象校の校長やATは、TOTを通じて、授業改善の方法を学ぶ。 

３）成果3：授業改善のための教材類が作成される 

3-1 学習活動案の標準フォーマット及び学習活動案準備マニュアルが策定される。 

3-2 ITSMEトレーナーは、3-1のフォーマットを満たした模範学習活動案を作成する。 

3-3 ITSMEトレーナーは、授業改善のためのISのためのマニュアルを作成する。 

3-4 学習活動案評価シートと授業観察シートが策定される。 

3-5 授業モニタリングレポート様式が策定される。 

3-6 ITSMEトレーナーが活用できる授業改善のための参考教材が作成される。 

3-7 3-1～3-6の教材類を含む授業改善のための総集教材が取りまとめられる。 

3-8 エンドライン調査の一環として、対象校の教員の授業実践経験を共有するためのワー

クショップが実施される。 

3-9 3-8で共有された経験をもとに、プロジェクト期間中に策定された教材類を国レベル標

準として検討するようMOESに提案する文書が作成される。 
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第６章 提 言 
 

今次中間レビューの結果を踏まえて、プロジェクト及び関係機関は、プロジェクトの残りの期

間において以下にあげる点を検討し、必要な活動を遂行することで、プロジェクトの持続性と成

果の質を担保していくよう提言する。 

 

６－１ 既存の制度や仕組みにITSMEの成果を組み入れるための出口戦略への取り組み 

R/Dが強調されているとおり、プロジェクトの実施に際しては、プロジェクト期間を超えた持続

性を十分に検討することが肝要である。そうすることにより、仕組み/アプローチや、人材、開発・

導入・改善された教材が既存の制度、仕組みのなかに着実に根付き、プロジェクト終了後も他の

地域に普及していくことが期待できる。 

かかる点から、中央、県各レベルにおける関係機関が以下にあげる点に関して合意・決定して

いくために、JICAが派遣している教育政策アドバイザーの協力も得ながら、プロジェクトにより

関係機関間の議論が促進されることが求められる。 

 

（１）ITSMEトレーナーチームの継続について 

プロジェクトは、当初想定していた実施体制を変更し、ITSMEトレーナーチームを設置し、

技術及びマネジメントに係る専門家の指導のもとに、同チームが中心となってプロジェクト

活動の調整・実施を担ってきた。なお、ITSMEトレーナーは、中央レベルのDTE、対象県・郡

のTTC、PES、DEBに所属する技官により構成される。 

ITSMEトレーナーチームはプロジェクトにより編成されたことから、その存続については

まだ議論されていない。したがって、対象県におけるTTC及びPES、DEBは、専門家の支援を

得ながら、プロジェクト終了後のITSMEトレーナーチームの存続の是非、また存続させる場

合、何を目的にどのように存続させるのかについても協議のうえ、検討を開始することが望

ましい。 

 

（２）県レベルにおける各組織の専門性を活かした相互協力について 

プロジェクトは、（１）と合わせて、TTCとPES、DEBの各専門性を活かした授業改善のた

めの学校支援における相互協力を継続させていくための適切な方法を検討すべく、マネジメ

ントレベルにおける関連組織間の議論を促していくことが求められる。また、そのような議

論の結果を踏まえて、関連機関間においてMOUが合意、締結されることが望ましい。なお、

MOUには、各機関が遂行すべき役割についても必要に応じて明記されることが肝要である。

このように、プロジェクトが導入した関係組織間連携の仕組みに基づき、個人及び組織レベ

ルにおける現場での授業改善のための継続的専門性（職能）開発が促進されることが期待さ

れる。 

 

（３）ITSMEの経験・成果を最大限に活用していくための効果的な方法、ステップを模索するた

めの中央レベル各部局の専門性を活かした相互協力について 

中間レビューでは、プロジェクトが対象校に提供したモデル授業案について、授業の目的

や授業に取り入れる活動が明確に設定されているなど、授業案の構成やフォーマットがわか
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りやすいことを示唆する前向きなコメントを多数の教員から聞かれた。モデル授業案は、校

長、ATに対するTOTを通じて学校に広められ、これを活用した学校レベルでの経験も蓄積さ

れてきている。かかる点から、プロジェクトやプロジェクトを通じて現場で把握された授業

の現状や教育ニーズに関する情報を、MOES関連部局のより広い関係者や、基礎教育を支援す

るドナーに共有する良い時期にきていると考える。そのようなプロセスを通じて、授業改善

に対するITSMEのアプローチの強みやアプローチを推進するための教材がより広い関係者に

より認知され、更には関連部局間でITSMEの成果や経験が最大限に活かされるような効果的

な方法やステップが見出されていくことが期待される。 

 

６－２ C/P組織の能力向上について（MOES、TTC、PES、DEB） 

C/Pの能力向上は持続性の鍵となる。この点から、以下の課題に取り組む必要がある。 

    

（１）ITSMEトレーナーの更なる能力強化（DTE、TTC、PES、DEB） 

現在DTEは、残りのプロジェクト期間においてITSMEトレーナーがモデル授業案を作成する

活動を継続するための予算を申請しているところである。この点について、上述の活動には、

従来からのITSMEトレーナーがかかわることで、異なる機関（DEB、PES、TTC）におけるITSME

の中核となる人材の専門性の更なる強化を行っていくことが強く望まれる。 

ITSMEトレーナーは、学習者の視点から“良い授業”に関する理解を深め、一定の質の授

業案を作成する能力を強化してきた。異なる経歴や職責、技術を持つITSMEトレーナーへの

インタビュー結果から、モデル授業案作成における協同作業は、各トレーナーの業務の遂行

において、より具体的にはIS活動を活性化させるための学校支援のために、各自が必要とする

技術や知識を強化する貴重な学習の場となっていることが把握された。 

 

（２）他の関連人材に対するITSMEの成果の共有・普及 

現在のところ、県及び郡レベルにおいて、授業改善をめざしたITSMEアプローチを適正に

理解し、またフォローできる人材はITSMEトレーナーに限られている。かかる点から、各関

連組織は、６－１で言及した議論と合わせて、ITSMEトレーナー以外の関連人材の能力強化

の方法についても検討し始めることが肝要である。第一のステップとして、ITSMEトレーナ

ーによる適切なオリエンテーションと合わせてモデル授業案及び授業案作成マニュアルを対

象県PA（非対象郡PA含む）と共有していくことにより、プロジェクトにより育成された人材

や教材を最大限に活用しつつ非対象郡のPAの能力強化に取り組んでいくことが望まれる。 

 

（３）関連する単元の教科内容に関する参考教材の作成 

良いモデル授業案の作成においてITSMEトレーナーの理数科の教科知識が不十分であると

いう強い懸念が専門家より表明されている。かかる点において、ITSMEトレーナーの教科知

識が強化され、モデル授業案の作成プロセスが促進されるよう、専門家は関連する単元の教

科内容に関する参考教材/ガイドを作成することを提言する。 
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６－３ プロジェクトにより開発される教材の質の向上に向けて（適用性、使いやすさ、実用性、

効果、一貫性） 

プロジェクトで作成されるツール・教材は、その協力期間を超えて、ISやExternal Pedagogical 

Supervision等、授業改善のための通常の活動のなかで活用されていくことが期待される。したがっ

て、プロジェクトで作成される教材が残りの協力期間に実際に活用されるなかで、効果、適用性、

使いやすさ、実用性、一貫性の観点からその質を検証することが望まれる。 

かかる点から、プロジェクトにおいては、ツール・教材が学校レベルのみならずDEB、PESの関

係者により学校活動のモニタリングにおいて確実に活用されるための働きかけを行い、実際の活

用を通して、ツール・教材の質が適切に確認され、必要な修正を加えることを担保することが肝

要である。 

かかる点から、調査団は以下を提案する。 

    

（１）モニタリングの規則性、柔軟性の向上に向けた既存の制度の最大限の活用 

ITSMEトレーナーは、対象校ISの責任者となる校長やATの支援を得ながら、定期的かつ適

正に各校におけるモデル授業案を含めた教材の適用状況をモニターしなければならない。モ

ニタリングの手法については、各対象郡や県の能力に応じた柔軟な対応が求められる。 

かかる点について、DEBの校長月例会やクラスターレベルの定例会などの既存のメカニズ

ムが効果的に活用されることが望ましい。すなわち、既存の機会を活用しながら、学校から

プロジェクトにより開発された教材やツールを実際に使った結果についてフィードバックを

受けたり、DEB、PES、TCCから適正な授業に関する助言を行っていくことが期待される。 

このように、既存の仕組み・制度のなかですでにある資源を使いながら教材が試行される

ことで、教材の質が現状に即して適正に検証され、将来的に適用していくための必要な修正

が加えられることが肝要である。 

 

（２）教材の活用や質に関する対象校からのフィードバックや、内容の修正に向けた議論を行う

ためのW/Sの開催 

MOESに公式に引き渡すために教材を最終化するにあたっては、プロジェクトは、校長、AT, 

教員を招集し、各校での教材の活用に関する経験を把握し、教材を最終化していくために求

められる修正事項など、教材の質について話し合うためのW/Sを開催することを提案する。そ

のようなW/Sは、エンドライン調査の一環として実施されることが望ましい。 

また、将来的には、TTCが開催するScience Fair等は、対象校と非対象校の間のITSMEに係る

経験共有のための貴重な機会としても活用されるよう検討する。 

 

６－４ その他の課題について 

（１）プロジェクトマネジメントのツールとしてのPDMの有効な活用 

2011年2月に実施された運営指導調査においてPDMの改訂に関する協議が行われたが、実際

には、開始から中間レビュー調査に至るまで、PDMの改訂は行われていない。結果として、

成果の達成レベルを確認するための指標の大部分は明確に定義されてこなかったため、今般

の中間レビューにおいて、関係者や関係組織間で相互に合意された指標に基づいて、プロジ

ェクトの進捗や全体的な達成レベルを確認することが困難であった。 
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今般の中間レビューで、プロジェクトとの協議のもと、調査団によりPDMは詳細に見直さ

れるとともに修正がなされ、その改訂内容は関係組織により相互に合意された。かかる点か

ら今後改訂されたPDMは、プロジェクトの進捗をモニター、促進するための管理ツールとし

て有効に活用されることを提言する。さらに、改訂PDMに基づいてプロジェクトを実施して

いくために、プロジェクトは日本人専門家及びC/Pによる相互の合意により早急にPOを作成す

るよう求める。 

 

（２）意思決定レベルにおける議論の促進に向けたJCC会合の最大限の活用 

中間レビュー結果により、MOES中央レベルの関連部局の意思決定者や、対象地域のTTC、

PES、DEBの長においては、協力終了後、既存のリソースにより、既存の仕組みのなかにプロ

ジェクトのアプローチや活動を組み入れていくための出口戦略について、協議、合意する十

分な機会がなかったことが示唆された。かかる点から、プロジェクトの持続性や、プロジェ

クトにより達成された成果の持続や更なる拡大に向けた組織的な関与の在り方について協議

するために、JCC会合を効果的に活用していくことが求められる。 

 

（３）最終版の教材集とその全国普及に係る提言を取りまとめたプロジェクトの最終成果品とし

ての包括的報告書の作成及びMOESへの提出 

プロジェクト終了時に、開発された教材を含むプロジェクトの成果の全国的な展開をMOES

に提言するために、最終版の教材集と、全国普及に向けた提言を取りまとめた包括的報告書

を作成することが求められる。そのために、残りの期間、既存のモニタリングの仕組みによ

り、あるいは６－３の（２）ですでに提案されているW/Sにおいて教材の質に関する対象校か

らの意見を集めること、更にはモニタリングレポートのフォーマットを含むモニタリングツ

ールの質についても、ITSMEトレーナーを含むDEB、PESからの意見、フィードバックを収集

し、それらを適切に検討、分析することが肝要である。そうすることで教材の質を確認し、

あわせて必要な修正を加えて最終化し、上述の報告書に含めることが求められる。さらに、

教材の全国展開を提言するためについては、上述の分析結果についても報告書に含め、提言

内容の根拠として提示することが望ましい。 
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